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序章 

1 節 本研究の背景 

近年、自治体職員の行政活動が変化している。明石(2002)によれば、地方自治体の現場に

おいて、従来型の窓口の後ろに控えてクライアントとしての住民が来るのを待つスタイルか

ら、職員が地域へ出向き住民ニーズに対応していくスタイルに重心が移ってきている1 。 

祉行政においても変化している。畑本と黒田(2018)は、「金銭・サービス支給の決定事務」

中心から「相談支援・ソーシャルワーク業務」へと比重を移しつつあると述べている2。か

つての行政事務の中心であった金銭・サービス支給決定事務を遂行するにはジェネラリス

トが求められ、上意・下達のヒエラルヒーを中心とした官僚制的業務の遂行や没個人的な業

務遂行様式をもたらす頻繁な部局の異動が特徴だった3。しかし、新たに比重が増している

「相談支援・ソーシャルワーク業務」では、社会 祉という領域に精通したスペシャリスト

が求められている4。 

生活保護行政では、 祉事務所に置かれる生活保護担当の現業員（ケースワーカー）が生

活保護の決定・実施に関する業務（最低生活保障）と、被保護者の自立助長のための相談・

助言等の業務（自立助長）を、現場で生活保護受給者と直に接触して行っている5 。ののた

め、ケースワーカーの業務には、生活困窮に関する相談に始まり、保護申請窓口での対応、

申請に伴う様々な調査と保護の要否判定、保護費の支給、就労をはじめとする自立援助、生

活における様々な課題対応や指導などがある6。一方、生活保護行政はナショナル・ミニマ

ムの全国一律の適用という点から、のの実施のために、関連法規と実施要領、厚生労働省か

らの様々な通知に従って行われる7 。のの実施は地方自治体が担っており、ケースワーカー

に対しては 祉事務所所長や所属長などからの指示もある8。 

生活保護行政では、世帯別および世帯員別でも生活課題が多様であることから、全生活方

 

1 明石昭久(2002) 自自治体エスノグラフィー—地方自治体における組織変容と新たな職員像』

信山出版、42 頁。 

2 畑本裕介・黒田有志弥(2018)「市町村における組織体制と職員配置―変遷と課題」自地域

で担う生活支援―自治体の役割と連携』東京大学出版会、45頁。 

3 畑本・黒田(2018)前掲書、45頁。 

4 同上、同頁。 

5 赤坂憲一(2016)「生活保護行政におけるケースワーカーの裁量」自年報公共政策学』

10、北海道大学公共政策大学院、269頁。 

6 藤井功(2016)「生活保護における政策実施」自政策実施の理論と実像』ミネルヴァ書房、

179頁。 

7 同上、178頁。 

8 同上、同頁。 
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面における援助や関りのあり方は定型的処理になじまない9。ののため業務の多くは担当ケ

ースワーカーに委ねざる得ない性質のものである10。ののようなことから生活保護行政に携

わるケースワーカーはかなりの裁量を持っていると言える11。 

生活保護行政における 「金銭・サービス支給の決定事務」から「相談・支援ソーシャルワ

ーク業務」による対人サービスへの業務の比重の移行の契機として、筆者は第一次地方分権

改革による生活保護法の改正が関係していると考える。 

地方分権改革以前と以後では、業務の変化を取り巻く環境として、地方自治体の置かれて

いる状況、すなわち国と地方自治体の関係性に大きな変化が見られた。のして、業務の変化

は国と地方自治体の関係性の変化と関連するものであった。のこで、本論文は、地方分権改

革に伴う国と地方自治体の関係にどのような変化があったのか注視し、のの関係性にはどの

ような問題が孕んでいるのかを明らかにしていくこととする。 

 

2 節 先行研究の検討 

１項 裁量に関する先行研究 

本研究の対象である地方自治体職員の特徴について説明する。本稿で取り上げるのは、生

活保護行政に直接的に携わる地方自治体のケースワーカーで構成された組織である。ケー

スワーカーのようなタイプの職員をマイケル・リプスキー(1980)はストリート・レベルの官

僚と位置付けた。ストリート・レベルの官僚は仕事を通して市民と直接相互作用し、職務の

遂行において，実質上裁量を任されている行政サービスの従事者である12。 

ケースワーカーの特徴として裁量が大きいことが上げられる。裁量を任せられている理由

としては，一般に法令や規則が全ての事象を規定することがほとんど不可能であるため，実

施現場における解釈や裁量が発生するからである13。このことは、多様な現実に対応するた

め、法や実施要領を適用するに当たって、裁量が働く場面は避けられないことを示してい  

る14。現場において、ケースワーカーの裁量が重要になってくる。ケースワーカーの裁量が

小さければ、政策が国（厚生労働省）の定めるルールに従って歪められることなく執行され

ることから、国の政策が生活保護行政の実質となるが、一方でケースワーカーの裁量が大き

ければ、執行過程で政策が歪められる可能性があり、執行活動におけるケースワーカーの決

 

9  同上、178頁。 

10 同上、同頁。 

11 同上、180頁。 

12  Lipsky, M. (1980). Street-Level Bureaucracy : Dilemmas of the Individual in Public 

Services, Russel Sage Foundation. (田尾雅夫，北大路信郷訳(1986)自行政サービスのディレ

ンマ―ストリート・レベルの官僚制』木鐸社) 

13 藤井(2016)、前掲書、180頁。 

14 同上，180頁。 
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定が生活保護行政の実質となりうる15。 

赤坂(2016)はケースワーカーの裁量について、資源と権限の合力により捉える枠組みを

用いて分析を行った。赤坂は資源を「時間」と定義している。すなわち、ケースワーカーの

時間は、最低生活保障と自立助長の業務にあてる資源であるが、のの他の雑多な業務からの

制約を受けた上で、最低生活保障と自立助長の業務に用いることのできる時間量の総和が

決まっている16。 

ここで述べる最低生活保障の業務とは、保護申請世帯の困窮状態や、能力活用、資産活用、

他法活用などの生活保護の要件の充足を把握、認定し、保護の開始あるいは却下の決定を行

う、保護（費）の決定業務であり、現在では法定受託事務に位置づけられている17。一方で

自立助長の業務は、最低生活保障の確保を前提に、被保護世帯の自立に向けた相談・助言を

行うものであり、自治事務に位置づけられている18。最低生活保障業務と自立助長業務に用

いることのできる資源量の総和は決まっている中で、自立助長は、ノルマが設定されるよう

な性質の業務ではないことから、最低生活保障の業務が自立助長業務よりも優先される傾

向にある19 。つまり、自立助長の業務については、ケースワーカーの資源は少ないとされ  

る20。 

以上のことから最低生活保障におけるケースワーカーの「資源が大きく権限が小さい裁

量」は、最低生活保障の趣旨・目的や法的 ・制度的位置づけに合致しており、政策を有効に

機能させている21。一方で、自立助長におけるケースワーカーの 「資源が小さく権限が大き

い裁量」は、自立助長の趣旨・目的や法的・制度的位置づけに合致しておらず、政策を有効

に機能させていない22。資源の不足による自立助長の機能不全は、被保護世帯の増加と最低

生活保障に用いられる資源量の増加を招き、政策全体における資源配分の状況を悪化させ

る23。このような最低生活保障業務の増大と自立助長の機能不全という生活保護行政の悪循

環を赤坂は指摘している24。赤坂の研究は、かつては見えなかった最低生活保障、自立助長

 

15 赤坂(2016)、前掲論文、269頁。 

16 同上、272頁。 

17 同上、274頁。 

「他法活用とは、年金や各種手当など、年金や各種手当など、生活保護以外の制度を活

用できるときは、のれらを活用する業務のことを指す」（同上 274頁より引用）。 

18 同上、277頁。 

19 同上、278頁－279頁。 

20 同上、279頁。 

21 同上、282頁 

22 同上、同頁。 

23 同上、同頁。 

24 同上、同頁。 
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の業務ごとのケースワーカーの裁量の型や、生活保護行政の政策全体における資源配分を明

らかにした25。このことは、一括りにストリートレベルの行政職員の裁量の広狭を論じるこ

とはできないことを示し、業務の趣旨・目的や政策における法的・制度的位置づけによって

裁量の型が異なることを明らかにした26。赤坂は政策全体における資源配分を改善し、自立

助長におけるケースワーカーの裁量と資源をともに大きくすること、ののなかにあって、最

低生活保障業務と自立助長業務の両面について、のの特性を考慮して生活保護行政全体の

有効性の向上を図ることを提言した27。 

 

最低生活保障におけるケースワーカーの裁量28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25 同上。 

26 同上。 

27 同上。 

28 同上、282頁より引用。 
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自立助長におけるケースワーカーの裁量29 

 

 

 

しかし、赤坂の研究では資源を配分する主体について明確に論じられていない。筆者は、

資源を配分する主体として国を位置付けることが可能であると考える。のの理由は、最低生

活保障の業務は法定受託事務に位置づけられていることから、国の方針によって、最低生活

保障業務に係る時間を改善し、自立助長の業務に時間を回すことが可能になると考えるか

らである。 

のこで、資源を配分する者を国とした場合、資源がどのような過程において配分されるの

か、のして、問題が発生した場合、この資源の配分にどのような影響があるのかを明らかに

することが必要になる。資源配分の過程を明らかにするということは、国と地方自治体の関

係性を明確にすることに関連しているのではないのだろうか。本稿では、国と地方自治体の

関係性について論じるが、このことは、ケースワーカーの裁量について論じることと無関係

とは言えないのである。 

 

2 項 国と地方の関係に関する先行研究 

 国と地方の関係性に関する研究について着目すると、分権的であるか集権的であるかと

いう議論がある。市川(2017)は、 祉国家の成立と発展という観点から、戦後日本における

中央と地方の関係を、近代主権国家による封建割拠の克服と地方の土地と人民に対する支

配権の貫徹―中央集権化と対比した上で、新中央集権と位置付けている30。市川は国と地方

の関係が新中央集権化へ発展した理由について、明治以来の集権体制が、占領改革の試みに

 

29 同上より引用。 

30 市川喜崇(2017)「日本における中央―地方関係の発展と 祉国家」自社会保障研究』

(4)、国立社会保障・人口問題研究所、797頁。 
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も関わらず、のれを潜り抜け、温存されてしまったという歴史認識に基づいて、戦後の地方

自治と中央―地方関係の実態を理解しようとする温存説を否定し、変容説に依拠している31。

温存説の根拠となっているのは、地方分権改革で廃止になった機関委任事務制度が、明治期

を起源とし、占領改革を経た後も残存していたことによるものだが、市川は、機関委任事務

制度は戦後の機能的集権体制を支えた一つの支柱であって、地方分権改革は「明治以来の集

権体制」を解体したのではないと説明する32。ののため、地方分権改革による機関委任事務

の廃止は昭和の機能的集権体制を基本的に維持しつつ、のの不合理な部分を除去し、一定の

改善を果たした改革であると評価した上で、中央―地方関係については、両者による広範な

共管領域が存在することが特色であると述べている33。 

 市川の研究は国と地方の関係に関して、マクロ的に捉えているのに対し、本研究では問題

が発生した場合の処理における各地方自治体と国の関係性を明らかにすることについて、

個別事例から論じることになる。ののため、国と地方自治体の関係性についてミクロ的に捉

えのれらを縫合することで、現在の国と地方自治体の関係性を明らかにしていくこととな

る。   

本研究では、国と地方の関係については市川の研究に倣って、新中央集権的であることを

前提とした上で、実際の現場にはどのような影響があったのかについて述べていくことと

する。 

 

3 項 コントロールに関する先行研究 

地方分権改革以前の生活保護行政においては，国のコントロールを受けて地方自治体は

行政活動を実施していた34。このことから、生活保護行政においては国と地方自治体の関係

性は従属的関係であったといえる。武智(1996)は生活保護行政における裁量コントロール

の問題について，①事務監査強化の方策によって対処され、次に②通達と全国担当課長(部

長)会議による意思伝達機能が用いられ、③権限体系や人事体系の再編成をもって対応され

たと述べる35。武智は，機関委任事務体制とは自律性ある政府間関係をひとつの階統制構造

へ転換する統治形態であり、のこにおいて意思決定の集中と分散が組織運用で可能である

と述べる36。つまりは、地方分権改革以前の国と地方自治体の関係性は、本来別の組織であ

 

31 同上、799頁。市川(2012)では、温存説と断絶説について述べた上で、変容説について

述べている。市川喜崇(2012)自日本の中央―地方関係―現代集権体制瀬の起源と 祉国

家』法律文化社。 

32 市川(2017)、前掲論文、809頁。 

33 同上、同頁。 

34 武智秀之(1996）自行政過程の制度分析』中央大学出版部、134頁。 

35 同上、同頁。 

36 同上、152頁。 
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る国と地方自治体が、機関委任事務に対する国からのコントロールにより、国と地方自治体

があたかも一つの組織であるかのように構成されていたことを意味している。 

武智の研究は地方分権改革以前の研究である。地方分権一括法によって機関委任事務制度

が廃止された。地方分権推進委員会の自中間報告』によると、国と地方公共団体の関係性を

上下・主従の関係から対等・協力関係に改めることを目的として機関委任事務を廃止すると

述べられている37。では、機関委任事務が廃止された地方分権改革以後について、国と地方

自治体の関係性がどのように変化し、行政活動にどのような影響を与えたのか。果たして、

地方分権改革後は国からのコントロールはなくなったのだろうか。 

 

4 項 地方分権改革以後の生活保護行政に関する研究 

地方分権改革以前は国と地方の関係は従属的関係であり、国がコントロールすることで、

生活保護行政を実施していた。地方分権改革以後の生活保護行政では、国と地方自治体の関

係性についてどのような変化があったのだろうか。ここでは先行研究から概観してみる。 

藤井(2005)は生活保護行政について、行政学的視点から中央と地方の政府関係を中心に

検討を行った。藤井によると、生活保護行政は地方分権改革により法定受託事務と自治事務

に振り分けられたが、機関委任事務の時と比較しても何ら質的な変化がなかったと述べる38。

藤井は地方分権の理念に従うならば、保護の決定、実施さらには保護基準も含めて自治事務

に転換すべきであったと述べる39。 

ここで、藤井はシビル・ミニマムとナショナル・ミニマムを生活保護行政に関連付けるこ

とで、国と地方自治体の組織間関係が孕んでいる問題の解決を図っている。シビル・ミニマ

ムとは第一に市民の生活権ということで、第二に自治体の政策公準である。ナショナル・ミ

ニマムが社会保障を軸にしているのに対し、シビル・ミニマムは社会保険制度や公的扶助を

含む社会保障にとどまらず、住宅や公共施設などの社会資本、衛生や公害などの社会保険を

も包括していると説明している40。 

藤井は生活保護行政をシビル・ミニマムとして捉えることで、機関委任事務から法定受託

事務及び自治事務に変わった生活保護行政を地方自治体の自立や市民自治の歩みとして位

置付けることができると述べる41。シビル・ミニマムとして生活保護行政を位置付けること

 

37 地方分権推進委員会(1996)自地方分権推進委員会 中間報告―分権型社会の創造』 

 https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-

iinkai/middle/index.html（2023年 10月 1日最終閲覧） 

38 藤井功(2005)「シビル・ミニマムとしての生活保護―地方分権におけるミニマムの再編

をめざして」自年報自治体学』(18)、第一法規、170頁。 

39 同上、同頁。 

40 同上、同頁。 

41 同上、168頁。 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/middle/index.html（2023年10月1
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/middle/index.html（2023年10月1
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ができることは、遠い中央政府のナショナル・ミニマムに比して保護基準や財源配分などに

ついて、議会や住民などの議論、合意を基礎に地域社会や住民の理解を求めることができる

としている42。 

また、藤井(2016)は、近年の状況としては政府のサービス供給が増大していることから、

中央政府（国）が単独で行政サービスを供給することは難しくなり、地方政府（自治体）に

依存せざるを得なくなっていると述べる43。ののため、 祉国家における政府の活動領域が

増大することにより、中央と地方の政府間関係は相互依存的なものとなったという44。 

以上のように論じた上で藤井は、中央政府と政策実施する地方政府の間に様々なギャッ

プの存在が表れるとして、1980 年以降生活保護実施をめぐって起こった、保護申請を拒否

する「水際作戦」とよばれる展開、さらに 2005 年に厚生労働省からの通知により〝自立支

援プログラム″策定について、中央・地方関係から検討を行った45。 

 藤井は「水際作戦」とよばれる生活保護申請拒否の手法は、中央の意図と地方自治体の実

施のギャップにより、生み出された問題としている46。一方で、国の意図と異なる地方の多

様な実施活動が展開されていることを釧路市の事例を上げて説明している47。  

釧路市は 2004 年度から就労支援プログラムを実施したが、職業安定所は出張所レベルで

社会資源が乏しい地域であったことから、2005 年度から生活支援にウエイトを移し、2006

年度では多重債務解決、DV 被害支援などにも取り組みはじめた48。公園管理、動物園の環

境整備、ヘルパー＆介護事業所、病院体験などのボランティア活動支援プログラムを作って

予算も獲得した49。これらを事業委託にして実施したことにより、就労支援を次のステップ

に繋げていくことへと展開する自立に向けてのプログラム策定と実施が存在していたと述

べる50。 

藤井は、生活保護行政を実際に運営する現場において、見失いがちなものとして政策目的

を挙げている51。のの目的は一定の抽象性を持つが、人々の生活が一様でないこと、人的サ

ービスということによるものである52。ののため生活保護行政においては裁量が必要になら

 

42 同上、170頁。 

43 藤井(2016)、前掲書、185頁。 

44 同上、同頁。 

45 同上、同頁。85頁 

46 同上、185頁－186頁。 

47 同上、188頁。 

48 同上、同頁。 

49 同上、同頁。 

50 同上、同頁。 

51 同上、193頁。 

52 同上、同頁。 
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ざるを得なくなる53。藤井はまた、政策の実施過程においては、政策目的をどのようにして

実現するかが問われるべき中心課題となっており、目的認識と実現手段を関連づけることが

重要であると述べる54。 

藤井は地方分権改革によって地方自治体は自らの課題を分析し、政策決定と政策実施を行

う主体へと転換したことから、政策実施における必要な能力として、政策形成に共通する能

力である当該の部門特有の専門的知識や知見、洞察力とともに、行政活動に共有の知識や技

術を機能的に統合して、政策目的が実現できる能力が必要であると述べる55。 

藤井の研究は、「水際作戦」と自立支援プログラムの事例を並列に扱っている。この二つ

の事例は地方分権改革以前と以後に分類することが可能であることから、地方分権改革の

影響を加味しなければならない。地方分権改革の影響について触れていないことから、藤井

の研究では国と地方自治体の関係性については根本的には変化していないことを前提とし

ていることが考えられよう。しかし、これでは、藤井が先に述べたように地方分権改革後、

地方自治体が政策形成能力を重視する理由が明らかにならない。ののため本論文では、国と

地方自治体の関係性について、地方分権改革の影響を踏まえた上で、明らかにしていくこと

とする。 

では、地方分権改革後、国と地方自治体との間に生じるギャップはどのように調整される

のだろうか。地方分権改革後の生活保護行政は機関委任事務制度の廃止により自治事務と

法定受託事務に再構成された。このことは地方自治体の裁量にも大きな影響があったこと

が推測される。こうした裁量基準に焦点を当てた大山(2019)の研究がある56。裁量基準につ

いて大山は，「行政機関の裁量の行使が恣意的に行われることを防止するために，大量的に

または反復して行われるような行為について，あらかじめ定めておく，行政機関が拠るべき

実態的・手続的基準」という芝池(2006)の定義に依拠している57。これまでの生活保護制度

の研究では、国の裁量基準に焦点が当てられ、地方レベルの検討は充分に行われてこなかっ

た58。大山は，時に国と地方の運営スタンスに齟齬が生じ、裁量基準に不整合が生じ、のの

調整が行われた事例として国、東京都、埼玉県、岐阜県が発出した緊急雇用対策関連通知を

とりあげ、比較を行った。分析方法は、まず、国通知について、①「食や住まいを失った方々

への支援の徹底について」（2009 年 3 月 18 日付社援保 0318001 号、以下「第 1号通知」と

する）②「自緊急雇用対策』における貧困・困窮者支援のための生活保護制度の運用改善に

 

53 同上、同頁。 

54 同上、194頁。 

55 藤井(2016)、前掲書、194頁－196頁。 

56 大山典宏(2019)「生活保護制度における裁量基準の不整合とのの調整―国・地方の緊急

雇用対策関連通知の比較検討―」自コミュニティ 祉学研究科紀要』17、3頁。 

57 芝池義一(2006)自行政法総論講義』有斐閣、86頁。 

58 大山(2019)、前掲論文、13頁。 
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ついて」（2009 年 10 月 30 日付（社援保第 1030 第 4 号、以下、「第 2 号通知」とする」、③

「失業等により生活に困窮する方々への支援の留意事項について」（2009 年 12 月 25 日付

社援保第 1225 第 1 号、以下、「第 3 号通知」とする）において、のれぞれの項目における

政策方針を対比し、両者の違いを示した59。 

次に、東京都、埼玉県、岐阜県が発出した通知に示された裁量基準を対比することで、の

の内容を検討した60。この比較の結果、第 1号通知発出時，国は従前どおりの運営を維持し

ようとした61 。ののため、国、東京都、埼玉県、岐阜県の間で裁量基準の不整合が生じた。

しかし，都や県の立場に合わせる形で，国は政策方針を転換し，第 2 号通知と第 3 号通知

を発出することで，地方との不整合の調整を図った62。 

大山の研究は、生活保護制度の実施において、地方自治体と国の構造関係を明らかにする

ことを目的とする上で参考になる。しかし，大山の研究にはいくつかの課題がある。一つは

比較を行った地方自治体は、東京都、埼玉県、岐阜県であり，市町村が対象になっていない

ことである。生活保護行政において、都や県は、現場で行政活動を実施する機関というより

は、市町村に対して監査等を実施する機関であるため、最前線であるとはいえない。ののた

め、日常的な行政活動を実施する時に起こる制度解釈の不整合については明らかにされて

いない。二つ目は、なぜ国がスタンスを変えて不整合の調整を図ったのかについて、明らか

にされていない。このことについて大山は 2009 年の政権交代の影響が関係している可能性

があることを指摘しているが、あくまで推測の域に過ぎない。三つ目は、緊急雇用対策関連

通知という特殊な事例を扱っていることである。緊急雇用対策関連通知は 2009 年に厚労省

社会・援護局保護課長から都道府県、指定都市、中核市の各担当者あてに発出された。背景

として、リーマン・ショックの発生という特殊事情がある。ののため，国も手探りであった

ことから漸時的に政策を進めていかなければならず、国側での調整が可能だったと考えられ

る。 

以上の先行研究を踏まえると、藤井は機関委任事務の時と比較しても国と地方自治体の関

係には何ら質的な変化がなかったと述べたが、大山の研究は、国と地方の関係性は地方分権

改革と以前と以後では全く同じであるとは言えないとした。では、何が変化し、何が変わら

なかったのか。このことについて、本研究では生活保護行政において基礎地方自治体で発生

した問題に着目し、のの処理過程から国と地方自治体の関係性を明らかにすることを試み

る。 

問題発生に着目する理由は、問題発生ののものが、政策の失敗を意味すると考えるからで

ある。藤井(2016)は政策の失敗について、政策立案する中央政府と政策実施する地方政府の

 

59 同上 5頁。 

60 同上 5頁。 

61 同上 13頁。 

62 同上 13頁。 
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間に、様々なギャップの存在が表れたものであると述べる63。問題が発生するということは、

のの実施した政策が失敗であることを意味し、修正を図らなければならない。本論文でとり

あげる 3つの事例が示すように、のの修正のプロセスは、国と地方自治体の間の調整のプロ

セスでもある。この調整プロセスにおいて、地方分権改革以前は国がコントロールの手法を

用いることで調整していた。では、地方分権改革以後はどうなったのか。あるいは生活保護

行政の変容は、国と地方自治体の関係性に影響を与えなかったのか。 

 

３節 本論文の構成 

第 1 章では、地方分権改革以後の生活保護行政について述べた。地方分権改革により生

活保護法が改正されたことで、生活保護行政の目的は変化した。また、機関委任事務制度が

廃止になったことにより、国，都道府県，市町村の関係は上下・主従から、対等・協力関係

に変化したとされている。地方分権改革により生活保護行政が変化するなかで、国と地方自

治体の関係の変化は生活保護行政の現場において、どのように作用したのかという問題を

提起した。 

 第 2 章では、第 1 章で述べた地方分権改革以前と以後の連続面と断続面を描くのに適し

た事例である北九州市の生活保護行政について述べる。北九州市では、生活保護の申請にお

いて，ハードルを上げることで，申請を却下する「水際作戦」と生活保護受給者に「辞退届」

を出させることで，生活保護受給を廃止させる北九州方式が採用されていた。この方式は、

地方分権改革以前に始められ改革後もしばらく続いていた。北九州市の事例を述べること

で、地方分権改革以前と以後の組織間調整について提示する。 

第 3 章では、地方分権改革以後の組織間調整について、日常的な業務における問題発生

という観点から、別府市の遊技場立入調査を事例に述べる。大分県別府市では生活保護受給

者に対して、パチンコや競輪場といった遊技場立入調査を行っていた。しかし、この行政活

動が不適切であると，国から指摘があった。ののため，別府市は従来の方針の変更を迫られ

ることになった。地方分権改革以後，国，都道府県，市町村は対等・協力関係となったとさ

れている。では、制度認識に齟齬が生じ、問題が発生した場合、どのように組織間で調整を

図っているのかを述べる。 

第 4 章では、地方自治体が国や都道府県のコントロールを受けながらも、自律的に問題

処理を実施した事例として、小田原市「ジャンパー問題」について述べる。小田原市生活支

援課のケースワーカーは生活保護受給者を威圧するような言葉がプリントされたジャンパ

ーを着て生活保護受給者を訪問していた。ジャンパー問題は、生活保護受給者に対して差別

や偏見、あるいはのれらの助長にもつながることから、小田原市の生活支援課の行為は問題

視された。小田原市はジャンパー問題に対して、異例といってよいほどに迅速な対応をした。

本事例では国との調整だけではなく、自治体内においても組織間調整があった。ここでは、

 

63 藤井(2016年)、前掲書、185頁。 
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小田原市が独自で行った問題処理について説明する。 

第 5章では、3つの事例を通じて、地方分権改革以後の国と地方自治体の組織間関係には

どのような問題が孕んでいるのかについて論じる。まず、3つの事例から共通点する要素を

見出す。次に 3つの事例が社会的な問題として注目を浴びるようになった背景として、世論

の変化があることを説明する。最後に 3つの事例から、問題が表面化した後、国と地方自治

体の組織間において、どのような調整が行われているのかを説明する。 

おわりにでは、本研究のまとめと今後の課題について述べる。生活保護行政の実施におい

て、問題が発生した場合、地方自治体が国に合わせる形で調整を行っている。この調整は国、

都道府県からのコントロールが主であり，自発的な調整ではない。一方で、国のコントロー

ルを受けながらも地方自治体が独自の対応を行うことで、問題の解決を図る姿も確認でき

る。このことは、国へ対応をしながら、同時に地域住民への対応も迫られている状況である

ことから、地方自治体がジレンマに陥りやすい環境にあることを指摘する。 
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第 1章 生活保護行政の変容―地方分権改革以後の生活保護行政 

 本章では生活保護行政の変容について述べる。生活保護行政は、「金銭・サービス支給の

決定事務」中心から「相談支援 ・ソーシャルワーク業務」へ比重が移行する形で変容した。

この変容には地方分権改革が関係している。地方分権改革が生活保護行政にどのような影響

を与えたのか。のして、この変容は、国と地方の関係性にもどのような影響を与えたのかを

第一次分権改革の過程を通じて論じていく。 

  

1 節 地方分権改革の背景（1995 年から 1999 年） 

1995 年に地方分権推進法が成立し、地方分権推進委員会が発足した。同委員会は地方分

権推進法が成立した背景として、①中央集権型行政システムの制度疲労、②変動する国際社

会への対応、③東京一極集中の是正、④個性豊かな地域社会の形成、⑤高齢社会・少子化社

会への対応、の 5つを挙げている64。④はのの中でもとくに生活保護行政に関連する箇所で

あり、以下のように説明されている。 

 

④個性豊かな地域社会の形成 

すべての行政分野でナショナル・ミニマムの目標水準を達成し、これを維持していくこ

とは、今後とも引き続き国の担うべき重要な役割である。ナショナル・ミニマムにも達

しない地域社会が残存するような地域間格差は国の責任において解消させなければな

らない。ナショナル・ミニマムを超える行政サービスは、地域住民のニーズを反映した

地域住民の自主的な選択に委ねるべきものである。のの結果として地域差が生ずるとし

ても、のれは解消されるべき地域間格差ではなく、尊厳なる個性差と認識すべきで

ある65。 

 

この時期に地方分権改革が動き出した背景について、地方制度調査会と地方分権推進委

員会の調査審議に参与した当事者である西尾(2007)は当時の日本の政治情勢を指摘してい

る。西尾によると、第一次分権改革を起動させる契機になったのは、1993 年の 3 つの事件

であった66。同年 6月の衆参両院による超党派の地方分権推進決議、のの直後の内閣不信任

決議に続く解散総選挙と自民党の分裂、同年 10 月の非自民大連立政権であった細川内閣に

 

64 地方分権推進委員会(1996)「地方分権推進委員会 中間報告－分権型社会の創造－」

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-

iinkai/middle/index.html（2023年 10月 1日最終閲覧） 

65 同上（2023年 10月 1日最終閲覧）。 

66 西尾勝(2007)自地方分権改革』有斐閣、49頁。 

https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/middle/index.html（2023年10月1
https://warp.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/8313852/www8.cao.go.jp/bunken/bunken-iinkai/middle/index.html（2023年10月1
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よる第三次行革審最終答申の受理である67。もう少し長いタイムスパンの流れの中に位置づ

け直すと、第一次分権改革は 1980 年代から続いてきた行革審の流れと 1980 年代末に発覚

したリクルート事件に端を発し1990年代から始まった政治改革の流れとが合流することに

よって初めて可能になった構造改革でもあった68。 

地方分権推進委員会は地方分権推進法に基づいて 1995 年（平成 7年）7月 3日に、諸井

虔(委員長)、堀江湛（委員長代理）、桑原敬一、長州一二、西尾勝、桶口恵子、山本荘一郎

の七名の委員で発足した69。地方分権推進委員会には独立の事務局が設置されたが、のの職

員数は約 30名で、総務庁・自治省・大蔵省の三官庁からの出向者を中核にして、これに関

係省庁（農水・建設・運輸・厚生・労働の各省）、自治体、経済界、労働界からの出向者を

加えた構成であった70。三官庁の地方分権改革に対する姿勢についてみれば、総務庁は消極

派、自治省は積極派、大蔵省は中間派と言えた。委員会事務局は混成部隊であって、統一的

な意思決定は困難であった。このことは、事務局主導体制に代わる委員会主導体制の確立に

つながった71。 

1996 年に地方分権推進委員会が厚生省へのヒアリングを実施している。厚生省は生活保

護行政における分権化については下記のような立場であった。 

 

保護の基準は、全額公費負担なので、タックスペイヤーとしての関心も深く、高す

ぎても低すぎても非常に問題がある。のれが個々の自治体によって基準が違うのは、

素朴な感情として、受け入れ難いのではないかと考えている。のういう意味で最低限

度の生存権の保障という、厳格な意味での公的扶助は、国が基準を決めて全国公平に、

一律に実施すべきものではないかと考える72。 

 

地方分権推進委員会は生活保護行政を分権化させるという趣旨から生活保護行政の自治

事務化を推進する立場であった。しかし、厚生省は、完全な分権化ではなく、厚生省自身も

一定の裁量を保持しなければならないとして、自治事務には反対の立場だった。地方分権改

革において、このような姿勢は厚生省に限らず、各省庁に一般的に見られるものだったと言

えよう73。このことから、地方分権推進委員会と国の各行政機関において、対立構造があっ

 

67 同上、同頁。 

68 同上、同頁。 

69 同上、23頁。 

70 同上、同頁。 

71 西尾勝(2007)自地方分権改革』有斐閣、23頁－24頁。 

72 公人の友社編集部・編(1996)「地方分権推進委員会における「生活保護」関連発言抄

自地方自治ジャーナル』(219)、公人の友社、113頁。 

73 例えば、磯部(2015)は環境庁が「さまざまの規制事務を自治体に任せてしまったら、自
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たことが伺える。 

のものも生活保護行政においてなぜ、自治事務を推進するのだろうか。生活保護行政を自

治事務にするメリットとして、生活保護受給者に対して、画一的な対応ではなく、のれぞれ

の地域によって柔軟に対応することが可能となり、のれぞれの地域が抱える課題に適した行

政サービスを地域住民が受けることができることがあげられる。また、行政組織運営の観点

からもメリットはある。例えば須藤(2000)は、日本の中央省庁は縦割り組織であることから、

現場である地方自治体も国からの関与により、縦割りの性質を帯びてしまうことを指摘し

ている。地方自治体はのれぞれの部署が垣根を越えることで、迅速にかつ適切な行政サービ

スを提供する必要があることから、組織で連携がとれる状況が住民にとっては良いと述べて

いる74。このことは、生活保護行政にも当てはまるだろう。 

1996 年の中央社会 祉審議会生活保護専門分科会議では委員から、生活保護関係事務を、

決定実施に関する事務（法定受託事務）と自立助長のための相談援助等の援助事務（自治事

務）に分けることが示された。しかし、このような分け方は今まで一般的ではなく、概念的

にきっちり分けられるかどうか疑問であるという意見があった75。また、国の指揮監督権（生

活保護法第２０条）の廃止についても、生存にかかわるナショナル・ミニマムを確保し、全

国一律に公平な生活保護の適正実施が行えるかという意見もあった76。 

このような生活保護をめぐる議論に示されるように、厚生省も含め、各省庁とのやり取り

の焦点のひとつは事務区分をめぐるものであった。自治事務と法定受託事務の振り分けは、

行政関係検討グループにおいて、各省庁の局長クラスの代表者と委員・事務局の少人数で行

われた77。のこでは議事録をとらない代わりに、各省はきちんと主張し、委員と議論を交わ

すこととされ、グループヒアリングもしくは、「膝詰談判」と称された78。各省からの主な主

張として、「事務区分と財政負担の在り方を併せて検討すべきだ、お金と絡めて解決策を示

すべきだ」という主張があった79。この主張の意図がどこにあったのかよくわかっていなか

ったが、とにかく財政負担と併せて検討すべきだという議論を各省が主張した80 。しかし、

 

治体の長は基本的に開発志向なのだから、せっかく今まで積み上げ来た制度がくずされて

しまう」という危惧や不信感がものすごく強かったことを述べている。 

 地方自治制度研究会(2015)自地方分権 20年のあゆみ』ぎょうせい、78頁。 

74 須藤陽子(2000)「地方分権と生活保護行政」自自治総研』26 (3)：32頁、地方自治総合

研究所 

75 厚生省(1996)「中央社会 祉審議会生活保護専門分科会議要旨」  

76 同上、同頁。 

77 地方自治制度研究会(2015)自地方分権 20年のあゆみ』ぎょうせい、69頁。 

78 同上、同頁。 

79 地方自治制度研究会(2015)、前掲書、73頁 

80 同上、同頁。 
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この主張を採用してしまうと、法定受託事務になった途端に国が全額負担という原則を立

てた場合に、さまざまな経費負担を組み替えなければならないことから、「事務区分と財政

負担のあり方は切り離す」というのが多数派の見解となった81。また、法定受託事務と自治

事務の間に「共同事務」という中間の領域を設けるべきという主張を各省庁がした82。この

ことについては、地方分権推進委員会側が「共同事務」について定義付けして示してほしい

と逆に依頼したところ、のの後、一切どこからもでてこなくなった83。のこで、「結局、区別

はできないのではない」「あとは法定受託事務のメルクマールの問題になるのではないか」

「皆さんは心配しないでも妥当なところへ落ち着けますよ」などと発言をしていくと、次第

に議論に乗ってくれるようになったと西尾(2019)は述べる84。 

磯部は当時の各省庁の幹部級から強く感じたことは、今まで国の機関委任事務として、自

分たちが責任を負ってやってきた仕事を、ぜんぶ自治体に任せたらどうなるかわからないと

いう根強い不信感、言いかえれば、国の行政を背負っているのは自分たちであるという強烈

な自負心の存在であり、のういう、根拠のない自負心や不信感を相手にするわけだから、こ

ちら側も「自治体性善説」でいくしかなかったと当時のことを述べている85。 

1998 年に地方分権推進計画が閣議決定となる。この計画の作成において、各省庁は、勧

告を最大限に尊重するということで、個別の所管法令について整理、検討が行われていた86。

地方分権推進委員会の勧告事項は忠実に反映され、さらにはほぼののまま地方分権一括法

に結実した87。 

1999 年に 「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」（地方分権一括

法）が成立する。地方分権推進計画から法案に至る段階での最も大きな変更点は、法定受託

事務についての条例制定権だった88。第一次地方分権改革について磯部は下記のように述べ

る。 

 

81 同上、74頁 

82 同上、同頁。 

83 同上、同頁。 

84 同上、同頁。 

85 同上、同頁。 

86 「第 142回国会衆議院地方行政委員会第 8号」平成 10年 3月 19日 

87 西尾 (2007)、前掲書、37頁。 

なお、地方分権推進計画の中では地方分権の推進という総合的な施策の一環として市町村

合併の推進が位置づけられた。地方分権推進計画に基づいて、自治省としては、一つは合併

の必要性やメリットなどに関する情報提供あるいは助言などを行うとともに、市町村合併

の推進についての指針を示していくこととした。このことは、地方分権改革が事務の分類に

よる再構成が主であった中で、自治省は市町村合併のほうに関心を抱くようになる。 

88 地方自治制度研究会(2015)前掲書、124頁－125頁。 
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機関委任事務の削減ではなく、制度ののものを廃止したことを中心に、関与の問題や

係争処理の問題を含めて、国と地方自治体の関係のあり方を原理的なレベルで変えた

ということは、のれこの過不足のない、本当に実質的な成果であるわけであって、のれ

まで何回も試みられた国と地方の間の事務権限の単なる再分配にとどまるものではな

かったというところが重要だと思います89。 

 

ここでは、原理的レベルではあるが、国と地方自治体の関係のあり方を変化させることが

できたということを述べている。また、磯部はグループヒアリングについて、以下のように

振り返っている。 

 

 各省庁の方々から、「先生はのうおしゃいますが、地方の現場では、分権なんて、少

しも望んでいませんよ」ということを繰り返し言われました。確かに長いこと集権的な

仕組みの中に置かれ、機関委任事務というきわめて完成度の高い行政システムを当然の

前提として、現場で仕事をされている地方自治体の職員の方にしてみれば、地方自治の

理念は、理屈としては歓迎すべきことであっても、突然ある時点から機関委任事務が自

治事務になってしまうというのは、実際には相当な面倒な話だと捉えていたのかもしれ

ません。もちろん自治体関係者の側に、分権に熱心な方がたくさんおられたことは事実

です。しかし、総じて言えば、要するにこの第一次分権改革なるものは、地方自治体の

側からやむにやまれぬ内発的な要求として盛り上がってきたものなのかと聞かれると、

あるいは地域住民たちが分権を熱く歓迎し要求して、のれが全国的な大きなうねりにな

って、分権改革に結実したものなのかと聞かれると、残念ながらのういうものではなか

ったものだと思います。戦後改革と同様に第一次分権改革が望ましいものであったこと

は確かだし歴史的にも必然ではあったとは思うのですが、しかしやはり基本的には国

から地方へという方向で進行した改革であったわけであって、振り返って考えてみると

のういう感想を持つ次第です90。 

 

 地方分権改革は、国と地方の関係性を変えることを目的に実施された。しかし、この改革

ののものもまた、国から地方へ発出した改革であった。では、現実レベルで地方分権改革は

国と地方の関係性を変えたのだろうか。以上のことを踏まえながら、生活保護行政の変容に

地方分権改革がどのように影響しているのかについて述べていく。 

 

2 節 生活保護行政における自治事務と法定受託事務 

宇賀(2017)は地方分権一括法の最大の眼目は、機関委任事務制度の廃止であったと述べ

 

89 同上、133頁－134頁。 

90 同上、前掲書、134頁－135頁。 
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る91。機関委任事務の中には、事務自体が廃止されたもの（11件）、国の直接執行とされた

もの（20 件）もあった。大半の事務は機関委任事務の廃止後は、自治事務と法定受託事務

に分けられ再構成された92。自治事務と法定受託事務については、地方自治法 2条第 8項に

以下のように定められている。 

 

⑧この法律において自治事務とは「地方公共団体が処理する事務のうち、法定受託事務

以外のものをいう。 

⑨この法律において「法定受託事務」とは、次に掲げる事務をいう。 

一 法律又はこれに基づく政令により都道府県、市町村又は特別区が処理することと

される事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るものであつて、国においてのの適正

な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に定める

もの（以下「第一号法定受託事務」という。） 

二 法律又はこれに基づく政令により市町村又は特別区が処理することとされる事務

のうち、都道府県が本来果たすべき役割に係るものであつて、都道府県においてのの適

正な処理を特に確保する必要があるものとして法律又はこれに基づく政令に特に定め

るもの（以下「第二号法定受託事務」という。） 

  

1999 年（平成 11 年）の地方分権一括法により、機関委任事務制度が廃止され、生活保護

行政においても自治事務と法定受託事務に分類し、再構成された。 

当時、地方自治体と総務省は生活保護行政について機関委任事務の廃止を主張し、他方で、

厚生労働省は、生活保護行政は国の責務であるとして機関委任事務の存続を主張し、結果的

に生活保護行政は法定受託事務と自治事務に再構成された93。 

2000 年に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律による生活保護

法の一部改正等について」により、生活保護法の一部改正が行われ生活保護法第 27 条の 2

が追加された94。厚生労働省は、「従来から、ケースワークの一環として事実上行われてきた

要保護者の自立助長のための相談及び助言に係る事務を、自治事務として法定化する。」と

し、第 27 条の 2の創設を通知した95。 

 

 

91 宇賀克也(2017)自地方自治法概説』有斐閣、128-129頁。 

92 同上、129頁。 

93 石橋敏郎(2016)自社会保障法における自立支援と地方分権―生活保護と介護保険におけ

る制度変容の検証』法律文化社、71頁。 

94 厚生労働省社会・援護局通知「「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関す

る法律による生活保護法の一部改正等について」(社援第 824号 2000年 3月 31日) 

95 牧園清子(2017)自生活保護の社会学』法律文化社、64頁。 
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第 27 条の 2 

保護の実施機関は、要保護者から求めがあつたときは、要保護者の自立を助長するた  

めに、要保護者からの相談に応じ、必要な助言をすることができる96。 

 

厚生社会・援護局保護課長の田中敏雄 （当時）は、生活保護法の一部改正について、事務

の区分を改めたというよりも現に行われている事務を整理し、明確にしたものであり、生活

保護の事務は基本的には全国一律の考え方や指導に基づいて実施されるべきものであると

述べる97。法第 27 条の 2 については、色々な情報を提供し、助言を行うことは今までもや

っていたことであり、実際に行われている事務をきちんと法文化した上で、のの事務の性格、

内容から自治事務としたと述べる98。以上の考え方に基づき、生活保護事務の分類について

は、最低保障に関わる部分が第一号法定受託事務に分類され、相談援助に関わる部分が新た

に追加され自治事務となった99。 

宇賀によると、自治事務と法定受託事務はいずれも地方公共団体の事務であるから、両者

の区別の法的意味は、事務の帰属主体を決する基準としてではなく、主として国の地方公共

団体に関する関与、または都道府県の市町村に対する関与の手法が異なる点にあるとして

いる100。自治事務は地方公共団体の自主的判断をより尊重し国等の関与を制限するが、法定

受託事務については、国または都道府県にとってのの適正な処理を確保する必要性が高いた

め、より強力な関与の仕組みを設けている101。たとえ、地方分権改革により機関委任事務を

廃止したとしても、国または都道府県が関与を行う必要性を全く否定することはできない

のである102。これについて、普通地方公共団体に対する国または都道府県の関与が公正・適

正におこなわれることは、国と普通地方公共団体、都道府県と市町村を対等・協力関係にす

るために必要不可欠であると宇賀は説明している103。 

 

96 この引用は 2000年当時の生活保護法の改正時の引用となる。現在は「第 27条の 2 

保護の実施機関は、第 55条の 7第 1項に規定する被保護者就労支援事業及び第 55条の 8

第 1項に規定する被保護者健康管理支援事業を行うほか、要保護者から求めがあつたとき

は、要保護者の自立を助長するために、要保護者からの相談に応じ、必要な助言をするこ

とができる。」に改正されている。 

97 田中敏雄 (1999)「生活保護行政の運営にあたって」自生活と 祉』全国社会 祉協議

会、5頁。 

98 同上。 

99 牧園 (2017)、前掲書、32頁。 

100 宇賀 (2017)、前掲書、131頁。 

101 同上、131頁－132頁。 

102 同上、378頁。 

103 同上、378頁。 
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さて、法定受託事務とするための要件についてであるが、「地方分権推進計画」は法定受

託事務とするためのメルクマークを 8 つ提示している。のの中で生活保護行政に関わる項

目は下記になる。 

 

(3) 全国単一の制度又は全国一律の基準により行う給付金の支給等に関する事務で

以下に掲げるもの  

① 生存にかかわるナショナル・ミニマムを確保するため、全国一律に公平・平等に

行う給付金の支給等に関する事務  

② 全国単一の制度として、国が拠出を求め運営する保険及び給付金の支給等に関す

る事務  

③ 国が行う国家補償給付等に関する事務104 

 

 

104 自地方分権推進計画』平成 10年 5月 29日。 

 なお、残りのメルクマールは次のようになっている。 

(1) 国家の統治の基本に密接な関連を有する事務  

(2) 根幹的部分を国が直接執行している事務で以下に掲げるもの 

① 国が設置した公物の管理及び国立公園の管理並びに国定公園内における 指定等に関

する事務 国立公園内における軽微な行為許可等に関する事務 国定公園内における特別

地域・特別保護地区等の指定等に関する事務  

② 広域にわたり重要な役割を果たす治山・治水及び天然資源の適正管理に 関する事務  

③ 環境保全のために国が設定した環境の基準及び規制の基準を補完する事務環境基 

準の類型当てはめ（水質・交通騒音）に関する事務 総量規制基準の設定に関する事務 

大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、交通騒音の状況の監視に関する事務  

④ 信用秩序に重大な影響を及ぼす金融機関等の監督等に関する事務  

⑤ 医薬品等の製造の規制に関する事務 ⑥ 麻薬等の取締りに関する事務  

(4) 広域にわたり国民に健康被害が生じること等を防止するために行う伝染病 のまん延防 

止や医薬品等の流通の取締りに関する事務  

① 法定の伝染病のまん延防止に関する事務  

② 公衆衛生上、重大な影響を及ぼすおのれのある医薬品等の全国的な流通 の取締りに

関する事務 医薬品等の取締りに関する事務 食品等の取締りに関する事務 農薬等の取

締りに関する事務  

(5) 精神障害者等に対する本人の同意によらない入院措置に関する事務 

(6) 国が行う災害救助に関する事務  

(7) 国が直接執行する事務の前提となる手続の一部のみを地方公共団体が処理 することと

されている事務で、当該事務のみでは行政目的を達成し得ないもの  

(8) 国際協定等との関連に加え、制度全体にわたる見直しが近く予定されている事務  
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生活保護制度（生活扶助）は、「全国単一の制度又は全国一律の基準により行う給付金等

に関する事務」で、「生存にかかわるナショナル・ミニマムを確保するため、全国一律に公

平・平等に行う給付金の支給等に関する業務」という項目に該当する。のこでは、法定受託

事務かどうかを判断する重要な要件として、「公平性・平等性」がうたわれており、生活扶

助基準を自治事務化することはこれを損なうおのれがあると考えられたと思われる105。 

生活保護行政は、公平・平等に運営していかなければならないとされた。ここでの公平 

平等とは、のれぞれの社会的背景を踏まえての公平・平等というよりは、制度を基準とした

形式的な公平・平等になる。例えば、のれぞれの地域の実情を考慮した級地制度があるには

ある。都市部と農村部を区分して、給地区分というものが設定されており、給地ごとに扶助

額が異なる106。全国の自治体ごとに、1級地―1 、1級地―2、2級地―1、2級地―2、3級

地―1、のれ以外を 3級地―2 と 6つに区分されており、級地により保護基準に格差が設け

られている107。しかし、こうした制度による分類は機械的であり各地域の実情を的確に反映

しているとは言えない。たとえば、農村部において、公共交通機関が乏しい地域、あるいは

就労施設がない地域は、自家用車を利用しての移動が必要になる108。この場合、自動車の維

持費や燃料代も生活保護費で賄わなければならないことから、本来国が立案する上で想定

した水準を上回る可能性もでてくる。 

 地方分権改革により生活保護行政は法定受託事務と自治事務に再構成されたが、ナショ

ナル・ミニマムに基づく「公平性・平等性」と地域の実情や生活保護受給者の実情をふまえ

た具体的対応の間で様々な問題が生じる可能性も存在した。地方分権改革により、生活保護

業務は定型処理から 「相談支援」に比重を置くように変化したと言われるが、実際に生活保

護行政がどのように変化したのか、次節で検討する。 

 

3 節 地方分権改革による生活保護行政の変容 

地方分権改革以後、生活保護行政は、「金銭・サービス支給の決定事務」中心から「相談

支援 ・ソーシャルワーク業務」への重点化が上げられる109。このことは、生活保護行政が保

護からの脱却というよりは、相談・助言により、保護を受給しながらも精神的に自立した生

 

105 石橋(2016)、前掲書、72頁－73頁。 

106 藤井(2005)、前掲書、160頁。 

107 同上、同頁。 

108 基本的に生活保護受給者は自動車の保有、運転はできないことになっている。この場

合、知事承認や厚生協議が必要であったが、地方分権一括法が施行された平成 12年度か

らはのれぞれの 祉事務所で保有容認の判断をすることとなった（藤井(2005)、前掲書、

161頁）。 

109 畑本裕介・黒田有志弥（2018）「市町村における組織体制と職員配置―変遷と課題」自地

域で担う生活支援―自治体の役割と連携』東京大学出版会、45 頁。 
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活をすることを重要視するようになったことを示している。 

この移行の契機は先に述べたように、第一次地方分権改革による生活保護法の改正であ

った。生活保護法第 27条の 2に「相談・助言」が加えられ、これを根拠として保護の脱却

よりは、保護を受給しながらも精神的に自立した生活をすることを重要視するようになっ

た110。とはいえ、法改正によりただちに、こうした変化が起きたわけではなかった。 

牧園(2017)によると、かつての生活保護の解釈と運用は、行政解釈を示した通知によって

行われる「通達行政」と言われてきた111。地方分権一括法により、国と地方自治体の関係は、

上下関係ではなく、並列の対等な関係となったが、生活保護に関しては地方分権一括法施行

後も事務処理基準や技術的助言が示されており、実施機関はこれらの通知に拘束されてい

るという112。 

白瀬(2018)は第 27条の 2について、従来からケースワーカーの自主的な判断によって行

われてきた情報提供や助言などを法律に明示したという意義をもつが、この時点ではまだ

生活保護に「自立支援」という考え方はなかったと述べる113。 

生活保護における自立について、「惰眠防止」や「保護からの脱却」を意味する消極的な

自立論がある。一方では、「自主独立の内容的可能性を発見し、助長する」という積極的な

自立論もある。牧園(2014)によると、生活保護行政において「自立」はもっぱら経済的自立

 

110  「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律による生活保護法の一部

改正等について」（平成 12 年 3月 31 日)(社援第 824 号)は下記になる。 

第 1 改正の概要 

1 分権一括法による法の改正について 

(１) 包括的な指揮監督権の廃止 

地方自治法(昭和二二年法律第六七号)第一五〇条に規定する機関委任事務に係る包

括的な指揮監督権が廃止されるとともに、同法第二四五条の三第一項において、国又

は都道府県の普通地方公共団体に対する関与について、のの目的を達成するために

必要最小限度のものとする等の基本原則が定められたこと等を踏まえ、法第二〇条

第一項に規定する厚生大臣及び都道府県知事の都道府県及び市町村長に対する包括

的な指揮監督権を廃止することとし、同項を廃止したこと。 

(2) 相談及び助言の事務の創設 

従来から、ケースワークの一環として事実上行われてきた要保護者の自立助長のため

の相談及び助言に係る事務を、自治事務として法定化することとし、第二七条の二の

規定を創設したこと。 

111 牧園 (2017)、前掲書、32頁。 

112 同上、同頁。 

113 白瀬由美香(2018）「社会保障における支援の変遷」自地域で担う生活支援―自治体の役

割と連携』東京大学出版会、17頁 
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を意味し、のれはしばしば惰民養成排除の観点と一体化していた。このことから生活保護行

政において、従来は消極的自立が目指されてきた114。 

しかし、地方分権改革以後、生活保護行政における「自立」の意味が変化してくる。「生

活保護の在り方に関する専門委員会」の報告書では 「自立支援」について、社会 祉法の基

本理念にある「利用者が心身共に健やかに育成され、又はのの有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるように支援するもの」を意味していると述べられている115。被保

護世帯と直接接している地方自治体が、被保護世帯の現状や地域の社会資源を踏まえ、自主

性・独自性を生かして自立・就労支援のために活用すべき「自立支援プログラム」を策定し、

これに基づいた支援を実施することとすべきであると「生活保護制度の在り方に関する専

門委員会」の報告書には述べられている。なお具体的な内容は下記の通りである116。 

 

(1)地方自治体が、地域の被保護世帯の抱える問題を把握した上で、自主性・独自性を

生かして重層的かつ多様な支援メニューを整備し、被保護世帯の問題に応じた自立支援

プログラムを策定  

(2)被保護者は、生活保護法に定める勤労・生活向上等の努力義務を実現する手段の一

つとして、稼働能力を始めとする各被保護者の状況に応じたプログラムに参加するとと

もに、地方自治体はプログラムに沿った支援を実施  

(3)地方自治体は被保護者の取組状況を定期的に評価し、必要に応じて被保護者が参加

すべきプログラムや支援内容の見直しを行う117。 

 

牧園(2017)は、生活保護法第 27 条の 2 は、2000 年に生活保護法に創設されたが、事業

展開のないまま事実行為としての自立指導を追認しただけなので、「だまし条項」だといわ

れていたと大川(2007)の議論を引用している118。しかし、一方で牧園は、自立支援の多様な

試みは、分権化の成果でもあるとも述べている119。このことは、生活保護行政が定型処理か

 

114 牧園清子(2017)、前掲書、62頁－63頁。 

115 厚生労働省(2004)「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書」 

116 同上。 

117 同上。 

118 大川昭博(2007)「現場から見た、自立支援プログラムの課題―自入りやすく出やす

い』制度 へ向けて」自賃金と社会保障』(1456)、賃社編集室、22頁。 

119 牧園(2017)は、自立支援プログラムの策定・実施は生活保護を大きく変えたとして以

下のように整理している。①生活保護に新しい自立の概念を提示した。②自立概念が拡が

ることで、就労についても、多様な働き方や多様な自立に向けた支援が考えられるように

なった。③自立支援の多様な試みは分権化の成果である。自立支援が自治事務として行わ

れることになり、各自治体が自主性・独立性を活かしたプログラムを策定運用するという
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ら相談・支援を重視するようになった直接的な要因は地方分権改革ではなく、自立支援プロ

グラムの策定であると考えられていることによるものであろう。 

しかし、この自立支援プログラムが機能するためには、機関委任事務制度が廃止され法定

受託事務と自治事務に分類され、再構成されたことが重要な要素であったとも考えられよ

う。つまり、自立支援プログラムに関わる領域が自治事務であることから、各自治体が、地

域の被保護世帯の実状や社会資源の状況を踏まえつつ、のの自主性・独立性を活かしてプロ

グラムを策定・運用するという動きを生んだのである120。 

生活保護行政の変容について、これまで述べた先行研究においても 2005 年の自立支援プ

ログラムのことが語られることが多いが、地方分権改革についてはあまり触れらない。しか

し、自立支援プログラムが機能した背景には、地方分権改革による機関委任事務制度の廃止

による自治事務と法定受託事務の再構成が関係している。 

以上のことを踏まえると地方分権改革が生活保護行政に与えた影響として、生活保護のの

ものからの脱却ではなく、生活保護費を受給しながらも精神的な自立を目指さすことがよ

り重視されるようになったことを指摘することができる。地方分権改革による生活保護法

の改正、機関委任事務の廃止による自治事務と法定受託事務の再構成、のして 2005 年に始

まる自立支援プログラムという形で、生活保護行政は次第に変化していった。 

また、国と地方の関係性については、従来上下・主従の関係だったのが、地方分権改革に

より機関委任事務が廃止されたことにより、対等・協力関係に変化としたとされた。具体的

には機関委任事務に係る包括的な指揮監督権が廃止されるとともに、国又は都道府県の普

通地方公共団体に対する関与について、のの目的を達成するために必要最小限度のものと

する等の基本原則が定められることとなった121。 

地方分権改革後に生活保護行政が変化するなかで、国と地方の関係性の変化どのように作

用していったのだろうか。また、実際に生活保護行政が展開される現場、すなわち市町村レ

ベルにおける生活保護行政にどのような影響を与えた（与えなかった）のだろうか。実際の

地方自治体の現場における影響について、3つの事例を取り上げて説明する。 

 

 

 

 

動きを生んだ。④自立支援の展開は、生活保護における委託化・外部化の扉を開け、民間

委託を促進した。⑤「貧困の再生産」防止の観点から自立支援の一つとして高等学校等就

学費が支給されることになった。牧園(2017)、前掲書、217頁－218頁。 

120 牧園(2017)、前掲書、74頁。 

121 「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律による生活保護法の一

部改正等について」（平成 12年 3月 31日)(社援第 824号) 
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第 2章 北九州市の生活保護行政 

本章では，地方分権改革以前の国と地方の組織間関係の事例として北九州市の生活保護

行政を取り上げる。北九州市では問題が発覚するまで、地方分権改革以前の組織間関係が続

いた。ののため、北九州市の生活保護行政を述べることで、地方分権改革以前の国と地方の

組織間関係を提示することができると考える。 

北九州市では生活保護の申請において，ハードルを上げることで、申請を却下する「水際

作戦」と生活保護受給者に「辞退届」を出させることで、生活保護費を削減させていた。こ

れは北九州方式と呼ばれていた。北九州方式による生活保護行政が実施された背景として，

北九州市と国の組織間関係があったと考える。北九州市の事例を述べることで，地方分権改

革以前の国と地方の組織間関係を提示する。 

 

1 節 北九州方式の背景 

まず、生活保護業務に携わる北九州市の組織について説明する。北九州市ではケースワー

カーを 142 人（2007 年 5月時点で）配置していた。当時、生活保護世帯は 10,387 世帯だっ

たことから、1人あたりの担当していたケース数は 73 世帯だった。 

社会 祉法 16 条第 2 号によると、「市の設置する事務所にあつては、被保護世帯の数が

二百四十以下であるときは、三とし、被保護世帯数が八十を増すごとに、これに一を加えた

数122」とされている。すなわち、ケースワーカーの定数について市町村では、被保護世帯８

０世帯につき１人を標準として定めていることから、北九州市は組織構成について問題は

なかった123。 

こうした組織状況の中で北九州市の生活保護の引き締め政策が発端となった背景には国

より発出された「一二三号通知」が挙げられる124。1980 年、和歌山県御坊市で暴力団員が

生活保護費を不正受給していた事実が新聞で報道されたのをきっかけに、マス・メディアで

不正受給防止キャンペーンが展開された125。厚生省は、国民が生活保護に反感と不信の念を

もつことになるのを恐れ，生活保護の制度と予算を防衛する必要があることから生活保護

の適正化を進めていく126。1981 年 11 月 17 日に「生活保護の適正実施の推進について」と

 

122 社会 祉法 16条第 2号。 

123 北九州市社会保障推進協議会(2008)「北九州市の生活保護行政は変わるのか―検証委

員会報告の自検証』」北九州市社会保障推進協議会、140頁。 

124 厚生省社会局保護課長・監査指導課長通知(1981)「生活保護の適正実施の推進につい

て（昭和 56年 11月 17日，社保第 123号）」 

125 副田義也(2013)自 祉社会学の挑戦―貧困・介護・癒しから考える』岩波書店，38

頁。 

126 同上、38頁－39頁。 
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いう厚生省社会局保護課長・観察指導課長通知を出した。この通知に 「社保第一二三号」と

いう番号がついていることから「一二三号通知」と呼ばれるようになった127。「一二三号通

知」により、新規申請においては資産調査、保護受給中の者については収入調査、訪問調査

による不正受給防止の徹底が図られた。 

多くの 祉事務所は労働組合を通じて、「一二三号通知」の導入に抵抗した128。この抵抗

の理由として、「一二三号通知」により、生活保護申請者の申請意思を委縮させる可能性が

あることや人権問題に関わることが懸念されることが挙げられた129 。北九州市は通知直後

の 1982 年に真っ先に「一二三号通知」への対応に着手し、「一二三号通知」の内容に過剰に

反応した130。新規申請者のみならず、既存の保護受給者全員から包括同意書を徴収しようと

した 祉事務所も現れた131。このような北九州市の積極的で過剰な反応の背景には、当時の

北九州市が小倉地区だけで、22 の暴力団（組員約 440 人）が集中し、暴力団の抗争が絶え

ない状況下にあるという事情があった132。ののため、暴力団員が生活保護を受けるというケ

ースも多かった133。1981 年 2 月 4日未明、小倉北区の繁華街で起こった暴力団の抗争事件

（組長射殺事件）が起きたことから、北九州市は暴力団追放へ動き出していた134。行政、警

察、市民が一体となり、谷伍平市長を議長とする「暴力追放推進会議」が射殺事件のわずか

5日後に結成された135。のこで、暴力団の資金源を断つための３つの具体策が立てられた136。

公営ギャンブル場でのノミ行為の禁止、暴力団が関係する会社を公共事業から締め出す、の

して、暴力団を生活保護から排除するというものだった137。 

この不正受給の摘発は調査が進むにつれて、暴力団のケースに止まらず、一般的なケース

 

127 同上、同頁。 

128 藤藪貴治(2008)「国のモデル・生活保護自ヤミの北九州方式』の違法性を検証する—

門司・小倉北餓死事件の法的検証と、運用実態の解明」自学生法政論集』2、九州大学法政

学会、101頁。 

129 大友信勝(2000)自公的扶助の展開―公的扶助研究運動と生活保護行政の歩み』、旬報

社、253頁－260頁。 

130 藤藪(2008)、前掲書、101頁にて「八幡生活と健康を守る会 50年史」に依拠して述べ

る。本研究において上記資料から直接確認することができなかった。 

131 同上、101頁。 

132 北九州市保健 祉局社会部保護課・監査指導課監修(1996)自軌跡―北九州市・生活保

護の 30年』、北九州市社会 祉協議会、69頁。 

133 同上、同頁。 

134 同上、同頁。 

135 同上、同頁。 

136 同上、同頁。 

137 同上、同頁。 
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にまで広がった138。1982 年 4 月までに 150 件の不正受給を確認したところで、「暴力団関

係ケース等対策会議」は暴力団のみならず、一般的なケースの不正受給にも対応できる「暴

力団等不正受給対策会議」に衣替えした139。 

対策会議では、悪質な不正受給による対する返還請求には生活保護法 78 条の一括返還で

臨み、返還に誠意が見られない場合は刑事告発することなどが決められた140。生活保護法 78

条は「所謂不正手段によって保護を受けた者又は受けさせた者からのの費用を徴収すること

ができる旨を定めた規定」である141。生活保護制度は、最低生活保障という制度の性質上、

「保護の実施機関が保護の実施を怠ることのないよう制度上も運用上も細心の注意を払っ

ている」ものであるが、国民の側の制度の悪用を避けるために設けられたのがこの規定であ

る142。 

この告発を免れるために生活保護を辞退するケースが相次いだ143。1982 年 4月から 8月

までに保険金などの不正受給による廃止は 96件にも及んだ144。 

北九州市の不正受給の摘発に関する先行研究として菊池(2001)の研究がある145 。菊池は

不正受給を「不実の申請のの他不正な手段により保護を受け、又は他人をして受けさせる」

こととし、濫用を「プログラムを計画あるいは執行するものが意図しない形で、かといって

のれが法や規制で特に禁じられていない形で、給付を受け、あるいは利用する」状況である

と述べる146。不正受給と濫用の区別は日本ではあまり一般的ではないが、選別主義的な社会

保障給付をめぐる海外の研究には広く見られるものである147 。以上のことから菊池は二つ

の要因があるとしている。第一に、暴力団関係受給者をめぐるマスメディアのキャンペーン

＝状況の定義が、生活保護行政に飛び火し、貧困の定義が運用によって狭められる結果につ

ながった148。第二に行政当局が「濫用」をのれとは論理的に区別されるべき「不正受給」に

「翻訳」したことを通し、「不正受給の急増・蔓延」というイメージを生み、際限のない逸

 

138 同上、72頁。 

139 同上、同頁。 

140 同上、同頁。 

141 吉永純(2006)「自立のための費用返還とは―法 63条、法 78条の運用を考える」自これ

が生活保護だ― 祉前線からの検証』、高菅出版、215頁。 

142 同上。 

143 北九州市保健 祉局社会部保護課・監査指導課監修(1996)、前掲書、72頁。 

144 同上、72頁。 

145 菊池英明(2001)「「不正受給」の社会学―生活保護をめぐるモラル・パニック」自社会

政策』(2)、東信堂、 139-162頁。 

146 同上、145頁。 

147 同上、同頁。 

148 同上、159頁。 
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脱者の取り締まりがなされることとなったと説明している149。 

菊池の研究では、暴力団対象だったものがより一般的なものへと拡大したことについて

説明しているが、のこに内在している政治力学には触れられていない。すなわち、なぜ、「貧

困の定義が運用によって狭められた」のか、あるいは、どうして、「自濫用』を自不正受給』

に翻訳してしまったのか」という問いである。本論文では、のの要因を国と地方自治体の関

係性に見出す。すなわち、国と北九州市の関係性において、北九州市は「貧困の定義を狭め

ざるを得なかった」あるいは、「 自濫用』を 自不正受給』に翻訳せざるを得なかった」状況下

に置かれていたのである。では、この北九州市が置かれている状況とは何だったのか。この

ことについて明らかにする。 

1967 年 （昭和 42 年）3月に就任した谷伍平 （自民党）が市長に就任する。谷氏は旧国鉄

官僚で「生活保護は怠け者を作る」として、旧厚生省から多くの天下り幹部を迎え入れ、生

活保護の切り捨てを進め、保護率を急激に落としていく150。具体的には北九州市民生局に 

祉事務所の指導監査にあたる指導課を新設し、指導課長については厚生省社会援護局の指

導監査室の幹部が 1967 年から 1997 年まで座り続けた151。この路線は谷のあと 1987 年か

ら市長を務めた末吉興一（自民党）が継承し、約 30 年間で生活保護利用者を 5分の 1まで

削減したのである152。 

先述したように 1980 年（昭和 50 年）当時、北九州市は暴力団の抗争が多かったことか

ら、市内は緊迫している状況下であった。こうした状況下において、国の通知によるコント

ロールは北九州市が抱えていた問題を解消する上でも目的が一致していることもあり、自発

的に受け入れたことが推測できる。 

武智(1996)は国からのコントロール手法について、組織間関係が組織内関係へ転換され

る構造について述べている153。このことを踏まえると、谷が北九州市という行政組織に旧厚

生省から多くの天下り幹部を迎え入れたことにより、自治体組織内部から国に取り込まれ

ることとなり、コントロール体制が整った。ここで着目すべきは、このコントロール体制は、

国が構築したのではなく、北九州市が自ら構築したことである。この要因として、谷が旧国

鉄官僚出身という経歴が国と北九州市の関係構築に影響していると考えられる。 

北九州市は，長年にわたり厚生省の生活保護政策を忠実に実行したことから，モデル地方

自治体として評価されてきた154。北九州方式には、生活保護の申請をさまざまな方法で拒否

 

149 同上、同頁。 

150 藤藪貴治、尾藤廣喜(2007)自生活保護「ヤミの北九州方式」を糾す』あけび書房、122

頁。 

151同上、同頁。 

152 同上、126頁。 

153 武智(1996)前掲書、45頁。 

154 戸田 典樹(2019)「生活保護制度における自立と自助についての政策動向の歴史的変
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する「水際作戦」、生活保護を受給しているものを廃止に追い込む「辞退届」を出させる二

つの特性がある155。1981 年の「一二三号通知」を織り込む適正化政策は北九州市で集中的

に展開され，のの経過のなかから北九州方式が次第に形成されていった156。 

副田(2013)は、困窮する国民に「健康で文化的な最低限度の生活」を保障する最後のセイ

フティ・ネットである生活保護行政を担当する 祉システムが、援助を求める人びとを拒絶

し、苦しめ、ときに死にいたらせることがあるとして、自己の内部から、のの行政を阻害す

るシステムとして逆 祉システムについて述べている157。この逆システムの事例として、北

九州方式を事例に副田は説明している158。 

 北九州方式は実際、死者を出すほどの問題を起こしている。この問題は、逆 祉システム

により発生したものだが、逆 祉システムが形成された要因は国と地方の組織間関係にある

ことが考えられる。では、北九州方式が問題として世間で広く認識されるきっかけとなった

事件について説明する。 

が適正化とどうむすびついかたを論じる 

2 節 北九州方式により発生した問題 

北九州市では 2005 年から 2007 年までの間に 4 件の餓死・自殺事件が起こった。事件が

起こった時期はいずれも地方分権改革以後であるが、後述するように、事件を生み出した背

景には改革以前に確立していた国と北九州市の組織間関係が存在していた。まず、この 4件

の餓死・自殺事件について説明する。 

 

(1)八幡東餓死事件(2005 年 1月 7 日) 

 2005 年 1 月 7 日、要介護状態の岩下茂（仮名 68 歳）さんが八幡東区の自宅玄関にうつ

伏せで倒れていたところをケアマネージャーが発見した159。岩下さんは 1999 年から生活保

護を受けていたが 2003 年に養護老人ホームに入所することとなったため、保護は廃止とな

った160。しかし、集団生活になじめなかったことから、同年 11 月に施設を退所した161。手

持ち金がないため、20 か月分の年金を担保にして借入し、アパートを借り家具を購入して

在宅生活を始める162。しかし、2004 年に生活費も底をつき、2004 年 3月に八幡東 祉事務

 

遷」自社会政策』11(3)、社会政策学会，83頁。 

155 副田(2013)、前掲書、３頁 

156 同上、同頁。 

157 同上、2頁－3頁。 

158 同上、2頁－3頁。 

159 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、59頁。 

160 同上、同頁。 

161 同上、同頁。 

162 同上、同頁。 
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所に生活保護申請で訪れることになる163。 

 岩下さんは初回、2回目と保護申請を受理されたが、3回目、4回目、5回目になると「親

族の援助」を要件に申請書が渡されなかった164。岩下さんは刃物を振り回したり脅迫状を送

り付けるなど問題行動もあったが、生活保護法 2条で「すべて国民は、この法律の定める要

件を満たす限り、この法律による保護を無差別平等に受けることができる」と規定している

165。このことは保護の申請を受理されなかったことは「自業自得」であるからといって、生

活保護法 2条の 「無差別平等」が該当しないわけではないのである166。岩下さんは 2005 年

1 月 7 日に生活保護が申請できなかったことから所持金は 10 数円となり、八幡東区の自宅

で餓死した167。 

 

(2)門司餓死事件(2006 年 5 月 23 日) 

 2006 年 5月 23 日に山下勉さん（仮名 56 歳、以下、親族も仮名）が市営団地の一室でミ

イラ化した状態で発見された168。山下さんは 2 度も門司 祉事務所で生活保護申請をして

いたのにもかかわらず、餓死するまで門司 祉事務所から申請書を渡されることは一度もな

かった169。2005 年 8 月に失業してからは無収入で、同年 9月 14 日には水道、ガス、電気の

ライフラインは全て停止された170。以後近くに住む次男が週に 2 度差し入れるパンと公園

からペットボトルにくんできた水で命をつないできた171。 

9 月 28 日、市住宅供給公社の職員が訪問して衰弱した山下さんを発見し、市水道局から

門司 祉事務所生活支援課に連絡がゆき、保護課のケースワーカーと保健師が山下さんを

訪れた172。家の中には食べ物はほとんどなく、近所の公園から汲んできたペットボトルが 10

本近く並んでいた173。保健師は体重計がなかったので、ひもで山下さんの腰回りを図り、栄

養状態が悪いことを確認し、脈を測ったところ、不整脈があったことを確認している174。2

人は山下さんに「本人へは状況確認させて頂いた事実を上司に報告した上で、どのようにす

 

163 同上、同頁。 

164 同上、65頁。 

165 同上、64頁。 

166 同上、64頁－65頁。 

167 同上、同頁。 

168 同上、41頁。 

169 同上、41頁。 

170 副田(2013)、前掲書、4頁。 

171 同上、4頁。 

172 同上、4頁－5頁。 

173 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、43頁。 

174 同上、43頁。 
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るかは話し合うことを伝え」、門司 祉事務所にいったん戻り、保護課長に状況を報告し 

た175。 

9 月 30 日に山下さんが次男に連れられて門司 祉事務所に訪れた176。生活保護申請の意

思を示したが、面接主査の回答は「次男が養いなさい」だけであった177。 

このあと、12 月 6 日、山下さんは次男に連れられて、ふたたび保護課を訪れ、生活保護

を申請したいとい訴えた178。ライフラインが停められたままであり、次男はこれまで食べ物

の援助をしてきたが、のれは 12月いっぱいしか続けられないことを申し入れた179。面接主

査は「のれならば、長男に援助してもらってはどうか」といって、山下さんの申請を受理し

なかった180。山下さんは、のの後 祉事務所にはあらわれず、翌年に入って餓死するに至っ

た181。 

山下さんと面接主査とのやりとりの内容は「相談の趣旨は入院したいが金銭はないので、

どうしたらいいかとの内容であった。以下の生活状況の把握や助言を行ったが、申請権の主

張につながる言動はなかった」と、門司 祉事務所は 2006 年 6 月３日作成の調査概要報告

に記載し、厚生労働省に検証資料として提出している182。つまり、北九州市は一貫して、「男

性は自申請』ではなく、単なる自相談』に来た。よって門司 祉事務所の対応に問題はない」

との主張を 2007 年に 10月 1日の検証委員会中間報告がでるまで主張し続けていた183。 

 

(3)小倉北自殺事件(2007 年 6月 10 日) 

 大村正則さん（仮名 61歳）が自室のアパートで首を吊って自殺しているのが、2007 年 6

月 10 日に発見された184。この事件は小倉北餓死事件のひと月前の出来事でありながら、9

月に小倉タイム紙がスクープにするまで表に出ることがなかった185。 

 大村さんは小倉の目抜き通りに土地を持つ起業家だったが、バブル経済がはじけて、家族

や財産を失い、知人宅を転々とする生活が始まる186。2006 年 3 月慢性肝硬変に肺炎を併発

 

175 同上、43頁。 

176 同上、44頁。 

177 同上、46頁。 

178 副田(2013)、前掲書、5頁。 

179 同上、5頁。 

180 同上、同頁。 

181 同上、同頁。 

182 同上、44頁。 

183 同上、同頁。 

184 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、68頁。 

185 同上、68頁。 

186 同上 68頁－69頁。 
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して入院し、小倉北 祉事務所で生活保護受給開始となる187。2006 年 5 月市議会議員の紹

介でアパートを決定した上で退院する188。生活保護は継続されるも、ケースワーカーによる

厳しい就労指導が始まる189。同年 6月から 7月頃、若松区で日雇い仕事をするとして、生活

保護は廃止となる190。同年 10 月から 11 月頃脳出血胆のうを患い、別の病院に入院し、2007

年２月退院後、新たなアパートに転居する191。4月 2日に日雇い仕事をするとして、生活保

護を廃止する192。5 月 14 日に心筋梗塞で倒れ、近隣住民の通報により救急車が駆けつける

が、「お金がない」との理由で搬送を断る193。駆けつけたアパートの大家が、1 万円を手に

握らせて、「病院で検査してほしい。これは命令です」と病院に搬送させるも、やはり所持

金がないことを理由に検査も拒否して帰宅し、のの後、体調不良で仕事に行くことができな

くなる194。 

 5 月に大村さんの長男と次男がのれぞれ小倉北 祉事務所、小倉南 祉事務所に生活保護

申請するも、受けつけてもらえず、６月 4日に小倉北 祉事務所に再度生活保護申請に行く

も、面接主査より「仕事しろ」としか言われなかったため、市議会議員に相談する195。6月

5 日に市会議員が同行した上で再度生活保護の申請に行くが、申請を受け付けなかった196。

6 月 10 日 5 時に大村さんがベランダで首を吊って自殺しているのを、アパートの住人が発

見する197。 

 

(4)小倉北餓死事件(2007 年 7月 10 日) 

 小倉北 祉事務所で生活保護を受給していた小倉北区明和町在住の平野孝雄（仮名52歳）

さんが、2007 年 4 月に辞退届を提出したとして生活保護が廃止され、のの 3か月後の 7月

10日に餓死の状態で発見された198。残された日記には「オニギリ食いたい」「働けないのに

働けと言われた」と記されていた199。 

 

187 同上、69頁。 

188 同上、同頁。 

189 同上、同頁。 

190 同上、同頁。 

191 同上、同頁。 

192 同上、69頁。 

193 同上、同頁。 

194 同上、同頁。 

195 同上、同頁。 

196 同上、70頁－74頁。 

197 同上 70頁。 

198 同上、16頁。 

199 同上、同頁。 
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 平野さんは 2006 年 10 月頃まで、タクシー運転手として働いてき、生活してきたが、病

気のため、仕事ができなくなり、12月 7日に生活保護の申請を行った200。同月 26 日に保護

が開始され、就労・自立に向けた指導も始められた201。2007 年 4 月 2 日になって、平野さ

んから保護を辞退する旨の申し出があり、小倉北 祉事務所は 4月 10 日付で保護を廃止し

た202。のの後、平野さんと 祉事務所との関りは途切れた203。7月 10、平野さんが自宅で死

亡しているのが発見された204。 

 平野さんは「自立して頑張る」と申し出て生活保護の辞退届を提出したとされている205。

しかし、平野さんが就労・自立に向けた指導が始められた根拠資料である病状調査票の内容

について、市当局は「主治医が働けると診断していたので、保護の廃止には問題はない」と

説明していたのに対し、主治医は「普通の仕事ができるという文書は書いていない」と小倉

北 祉事務所に抗議していた206 。平野さんの日記や病状調査票の件等を踏まえながら、藤

藪 ・尾藤(2007)は平野さんが自発的に辞退届を書いたのではなく、ケースワーカーに強要さ

れて辞退届を書いた可能性があることを指摘している207。 

 

 以上 4 つの事例を北九州方式の特徴で分類すると(1)八幡東餓死事件(2005 年 1 月 17 日)

は「水際作戦」、②門司餓死事件(2006 年 5月 23 日)は「水際作戦」、③小倉北自殺事件(2007

年 6 月 10 日)「水際作戦」、④小倉北餓死事件(2007 年 7 月 10 日)「辞退届による廃止」と

なる208。    

これらの事件の発生を受けて、中央社会保障推進協議会、 岡県社会保障推進協議会、北

九州市社会保障推進協議会、全国生活保護裁判連絡会が共同で調査団を編成し、2006 年 10

月 23 日から 25 日までの三日間調査を行っている209。藤藪(2007)は門司餓死事件の発生を

 

200 北九州市社会保障推進協議会(2008)自北九州市の生活保護行政は変わるか？―北九州

市生活保護行政検証委員会報告の「検証」』、133頁。 

201 同上、同頁。 

202 同上、同頁。 

203 同上、同頁。 

204 同上、134頁 

205 同上、同頁。 

206 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、35頁。 

207 同上、29頁－37頁。 

208 副田(2013)は門司餓死事件と小倉北餓死事件の両ケースから北九州方式の「水際作

戦」と「辞退届」の強要という基本的特性を具体的に示している（副田(2013)、前掲書、

14頁）。 

209 北園敏光(2008)「運動が動かした北九州市の生活保護行政―全国調査から一年を経過

して」自社会保障』40 (416)、中央社会保障推進協議会、53頁。 
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きっかけに住民から認識されはじめ、市民運動が展開されことにより、全国報道されるよう

になり、過酷な北九州市の生活保護行政に対する市民と全国の 祉・法律関係者らの怒りが

一気に高まっていったと述べている210。 

 

3 節 北九州市による問題の対応 

 北九州方式は地方分権改革以前の国と地方の組織間関係により成立した方式であった。

前節で取り上げた事件が世論から問題として認識されたことも影響し、2007 年 2 月の北九

州市長選挙では、前市長が推薦する候補者である柴田高博を破って北橋健治が当選した。北

橋は「大型開発よりも 祉優先」を公約にかかげ、約 22 万票を集め、柴田に 4万票の大差

をつけ当選した211。 

北橋は市長就任後、4月 1日の人事異動で、市内全七区の 祉事務所すべての保護課長を

異動させるとともに、国とのパイプ役とされた、生活保護担当の部長級ポスト＝参事を廃止

した212。また、5月 17日には北九州市生活保護行政検証委員会を発足させ、上記の事件（小

倉北自殺事件は検証委員会の審議にはかけられなかった）の検証にとりくませた213。 

一方、国の方でも北九州市の一連の事件を受けて動きがあった。2007 年 9月 6日厚生労

働省は、生活保護を担当する全国係長会議を開催し、「主として保護の相談窓口での対応や

保護の廃止時の取扱い」について、正しいやりかたを全国の自治体に周知した214。これを受

けて、9月 11日に北橋市長は市議会本会議の一般質問への答弁の中で、保護開始と廃止の

数値目標を撤廃することを表明した215。 

厚生労働省は 10月 29 日から 11月 2 日、例年の 3倍に当たる監査官ら 6人の職員を派

遣し、生活保護行政の定期監査に特別体制で臨んだ216。監査は、小倉北 祉事務所を対象

に「申請書を渡さない行為がなかったか」「辞退届提出の強要がなかったか」などが調査さ

れた217。 

この監査結果を受けた北九州市の三埼利彦保護課長は下記のように述べる。 

 

 

210 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、58頁。 

211 北園(2008)、前掲書、53頁。 

212 同上、53頁。副田(2013)、前掲書、41頁。 

213 同上 41頁。北園(2008)、前掲書、53頁。 

214 副田(2013)、前掲書、42頁  

215 北園(2008)、前掲書、58頁。 

216 同上、59頁。 

217 同上、同頁。 
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かなり厳しい内容。国に従ってこれまで保護行政を進め、高く評価された。大変残念

だが、きちんと評価される保護行政のために邁進（まいしん）していきたい218。 

 

この発言は、国と北九州市の関係性において、北九州市は国のコントロールの下で生活保

護行政を実施していたことが伺えよう。このことは地方分権改革以後においても国と北九

州市の関係性が上下・主従の関係から対等・協力関係に変化しなかったことを意味する。の

れと同時に、北九州市の事例は地方分権改革以前の国と地方の組織間関係が 「コントロール

をする―受ける」関係であったことを示す事例の一つでもある。 

 

4 節 国と北九州市の組織間関係 

地方分権改革以前の国と北九州市の組織間関係は国からのコントロールを受ける、上下・

主従の関係であった。この関係性の中で生み出されたのが、北九州方式であった。 

北九州市で起こった餓死 ・自殺事件について、北九州市議会では、橋本和生議員（日本共

産党市会議員団）から下記の質問があった。 

 

１点目は、検証委員会による検証についてです。 

 今回の検証は、門司区の餓死事件について、個人情報は除き、すべてが公表される必

要があります。のの際、単に職員等の対応だけにとどめるのではなく、適正化の名によ

る保護受給抑制や水際作戦と呼ばれる申請書の不交付という本市保護行政に大胆にメ

スを入れる必要がありますが、市長の見解を尋ねます。 

 加えて、本市保護行政をモデルとすべく全国の自治体を指導する厚生労働省のあり方

についても検証する必要があります。答弁を求めます219。 

 

 北九州市生活保護行政検証委員会に関する質問であるが、ここでは、北九州市だけではな

く、実際にコントロールを行っていた、国の機関である厚生労働省についても責任があるの

ではないかということを提起している。 

この意見について、小村洋一保健 祉局長が下記のとおり回答している。 

 

生活保護行政検証委員会は、本市の生活保護行政の仕組みや地域におけるセーフティ

ーネットについて検証し、今後の市政に生かしていくために設置したものでございます。

このため、全国統一的に運用されます生活保護制度や厚生労働省のあり方についての

検証は本来の目的ではないと考えております220。 

 

218 朝日新聞「保護行政の評価散々 厚労省、北九州市を監査」2007年 12月 11日付。 

219 北九州市議会「平成 1９年 6月北九州市市議会定例会会議録」2007年 6月 14日。 

220 同上。 
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北九州市議会において、議員は国の問題でもあると指摘している。しかし、市当局は、あ

くまで北九州市固有の問題として処理しようとしているのが伺える。 

厚生労働省はのの後の対応として、生活保護の申請について、北九州市で起こった事件後

は適切な窓口対応に努めるよう、全国の自治体に通知をしている。また、毎年開催される全

国会議等を通じて地方自治体に周知している。国や都道府県等の監査においても確認をし、

問題がある場合は是正指導を行っている221。 

本事件の発端は北九州市が国の通知を受けて生活保護の適正化を推し進めたことによる

ものだったが、のの背景には、国が北九州市をコントロールすることで生活保護行政を実施

するという上下・主従の関係があった。本事件を改めてみると、国が北九州市をコントロー

ルできずに北九州市が暴走したようには映らない。むしろ国のコントロール下で北九州市

は堅実に業務を遂行していたことが、先に上げた三埼利彦保護課長の発言から伺える。 

北橋市長は、本事件については、国と北九州市の関係性に問題があったと考えていた。北

橋市長の実施した生活保護課の部長ポストの廃止は、厚生労働省の存在も事件に関係して

いると認識しているからこのの対応であったのだろう。生活保護課の部長ポストの廃止は

地方分権改革以前の国と北九州市の関係性からの脱却を目的にしていたと考えられる。 

北九州市で起こった事件は、地方分権改革以前の国と地方の組織間関係が地方分権改革

以後も続いたことによる事件である。先に述べた武智(1996)の研究のとおり、一般的に国の

コントロールの下で地方自治体は行政活動を実施していた。のの中で、北九州市では特に極

端な形で弊害が生み出された。以上のことは地方分権改革以前において、国と地方地自治体

の組織間関係は上下・主従の関係であったことを示している。 

ここでは、地方分権改革以前の国と地方自治体の組織間関係がどのような関係であったの

かということを述べることを目的に北九州市を事例として上げた。ここで疑問に残るのは、

地方分権改革は国と地方自治体の関係性を対等・協力関係に変化させることを目的に実施

されたはずなのに、なぜ北九州市に影響がなかったのだろうか。このことについては、第 5

章で述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

221 厚生労働委員会「第 183回国会衆議院厚生労働委員会第 16号」平成 25年 5月 31日。 
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第３章 別府市の生活保護行政 

第 3 章では，地方分権改革以後の組織間関係について、別府市の遊技場立入調査を事例

に述べる。大分県別府市では生活保護受給者に対して、パチンコや競輪場といった遊技場立

入調査を行っていた。しかし、この行政活動が不適切であると、国から指摘があった。のの

ため、別府市は従来の方針の変更を迫られることになった。地方分権改革以後、国、都道府

県，市町村は対等・協力関係となったとされている。制度実施において齟齬が生じ、問題が

発生した場合、どのようにして組織間で問題処理が行われたのかについて述べる。 

 

1 節 遊技場立入調査の概要 

大分県の別府市、中津市、豊後高田市、⾅杵市、⽵田市、杵築市は、生活保護受給者がギ

ャンブル等で生活保護費を支出することを防ぐために遊技場立入調査を実施していた222。本

論文では、市議会を契機に、マスメディアに取り上げられ問題化された別府市を事例に述べ

ていく。 

別府市は、1998 年度には遊戯場立入調査を始めている223。立入調査の方法は，パチンコ

店や市営別府競輪場を巡回し、遊技場に生活保護受給者がいれば、行かないように指導する

というものであった。指導後に再度遊技場に立ち入る生活保護受給者には生活保護費の支

給の一部停止等を実施した。立入調査以外の取り締まる方法として、生活保護開始時に、遊

技場に行くことを慎むとする誓約書も提出させていた224。 

遊技場立入調査は、度々市議会の本会議や委員会において、質問として上がっている。例

えば、2014 年に開かれた「第５回別府市行財政改革市民委員会」では市民委員から遊技場

の立入調査について質問がでており、社会 祉課は以下のように回答している。 

 

遊戯施設は定期的に立ち入り調査を行っている。保護費の支給後には発見件数が多く

なる。生活保護法などでは立ち入りを禁止する明確な規定はないが，生活保護法にある

 

222 「生活保護受給者の行動調査―中津市など５市も―」自朝日新聞』2015年 12月 17日

付。 

223 「生活保護受給者の行動調査―別府市，パチンコ店・競輪場巡回―」自朝日新聞』2015

年 12月 16日付。 

上條(2016)は，25年以上前から実施していたと述べているが，開始時期を裏づけるデータ

を得ることはできなかった。 

上條 昌史(2016)「生活保護でパチンコは当然の権利か (特集 「人権」に軋む日本)」自新

潮』新潮社、19頁。 

224 永尾 廣久，椛島 敏雅，高木 佳世子，尾藤 広喜，小久保 哲郎 (2016)「遊技場立入

りを理由とした保護停止処分に対する意見書」自賃金と社会保障』(1659)、賃社編集室。 
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「生活を維持」という目的と、市民の信頼を得るためにも別府市ではパチンコなどをす

ることは勿論，立ち入りをしないということで受給者には理解をもらっている。守られ

ない場合は、指導等を行っている225。 

 

別府市社会 祉課は生活保護法にパチンコ店への立ち入りを禁止する明確な規定はない

ことを認識していた。のこで、生活保護法にある「生活を維持」という目的と市民の信頼を

得ることを、遊技場立入調査をするための根拠として、制度を解釈していた。 

2015 年 12 月 15 日に開かれた市議会「第 4回定例会議」では，国実久夫議員(無所属)が

下記の質問を行っている。 

  

さきの市民と議会との対話集会において苦情がありまして、一般市民の方々から、生

活保護受給者が、昼間からパチンコ店に行ったり競輪場に行ったりしているという話を

耳にしました。のういった中、今回、課長との話の中で、10 月に遊技場の立入調査を

実施したと言いました。のの状況はどうであったか、また、問題点があったなら、今後

の対策についてお伺いしたいと思います226。 

 

上記の質問から、生活保護受給者が遊技場に立ち入ることについて、否定的に捉えている

住民が一定数いることが理解できる。社会 祉課長の回答は下記の通りである。 

 

当課では、先般、10 月 5日より 30 日まで、全ケースワーカー延べ 5日間動員しまし

て、遊技場調査を実施いたしました。のの中で立ち入りを禁止しているのにもかかわら

ず，25 人の保護受給者の方を発見し、また、ののおよの 6割が 65 歳以上の高齢者であ

りました。私自身、のの一人一人を当課に呼んで厳しく注意するとともに，複数回の指

導に従わない方には，保護の停止など厳しい措置を実施したところであります。しかし、

一方でこのような方にこの生きがいを持って社会的自立を促す、のういった指導も必要

であると実感したところでありまして、したがいまして，今後の対策につきましては，

これまで以上に遊技場調査を強化し、厳格な措置を行うことはもちろんでありますが、

加えて、例えば自治会や老人クラブでの活動，自身が地域でのれぞれの生きがいを見つ

けていただく、のういったケースワークにも力を注いでいこうと考えているところであ

ります227。 

 

上記の市議会でのやりとりは、翌日の朝日新聞で取り上げられた。この記事のなかでは、

 

225 別府市「第５回別府市行財政改革市民委員会」2014年 12月 18日。 

226 別府市「平成 27年第 4回定例会議録」2015年 12月 15日。 

227 同上。 
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国は遊技場立入調査の考え方として、「生活保護法に遊興費の支出を禁じる直接の規定はな

く、調査は適切ではない」という厚労省保護課の指摘が紹介されている。また，支給の一部

を止めることについても、「やりすぎではないか」と厚労省保護課はコメントしている228。 

17 日の記事では、別府市が調査の根拠は生活保護法とし、納税者から苦情が多いことも

理由としていると報じられた。厚労省は，パチンコなどについて「望ましいことではない」

としつつも、 「生活保護法に遊興費の支出を禁止する規定はない」として、 「調査は適切では

ない」との見解を示している229。 

国は別府市の方針については、適切ではないと述べている。では、県はどのように判断し

ていたのだろうか。記事によると、県地域 祉推進室は「パチンコなどのギャンブルは法の

趣旨からみて不適当」とし、「調査ののものに問題はない」としている230。 

以上のことから生活保護受給者に対する遊技場立入調査について、国の制度解釈と大分

県及び別府市の制度解釈が異なっていたことがわかる231。 

 

2 節 別府市の方針の転換 

別府市の遊技場立入調査には異なる論点が 2 つある。一つ目は遊戯場立入調査ののもの

の可否について、もう一つは遊戯場立入調査の結果を受けて、生活保護受給者の生活保護費

の支給を停止・減額するといった、生活保護受給者の処分についてである。2つの論点は相

互に関連しており、国、県、市がどういう対応したかを時系列に説明する。 

国、県、別府市ののれぞれの立場を整理すると、生活保護行政における遊技場の立入調査

については、国は「調査は不適切である」として、否定的な立場であった。大分県は、調査

ののものについては、「問題ない」と肯定的な立場であった。別府市についても肯定的な立

場であった。 

二つ目の論点である生活保護費の支給を停止・減額するといった生活保護受給者への処

分については、国は「不適切である」と判断していた232。大分県はこのことについては、触

れていない。別府市は、肯定的な立場であった。 

2016 年 3月18日付の朝日新聞によると、大分県が 2015 年末、厚生労働省に照会したとこ

ろ、同法にギャンブルを禁じる規定がないことなどから、厚労省は「停廃止は不適切」と回

 

228 「生活保護受給者の行動調査―別府市、パチンコ店・競輪場巡回―」自朝日新聞』2015

年 12月 16日付。 

229 「生活保護受給者の行動調査 中津市など５市も」自朝日新聞』2015年 12月 17日付。 

230 同上。 

231 この時点で，遊技場に立ち入った生活保護受給者への生活保護費の支給停止につい

て，大分県の方針については確認できなかった。 

232 「パチンコで生活保護停止，別府・中津市が中止へ」自朝日新聞』2016年 3月18日付。 



 

 

40 

  

答した233。記事は、パチンコ店などに複数回出入した生活保護受給者に対し、保護費の支給

を停止・減額する処分をしていた大分県の別府市と中津市が、新年度から処分をやめること

になったと報じた。大分県から「不適切」と指摘されたことにより、方針を転換したことが

述べられている234。 

国からの指摘を受けた大分県は、平成 27生活保護法施行事務監査（平成 28年 1月 26日

から２月５日の期間で開催）において、県は別府市に対して、「個別の状況を考慮すること

なく、一律に遊技場への立入りのみを理由とした処分を行うことは適当でないこと、個々の

状況に応じた丁寧な指導を行うよう」に改善を求めた235。のの結果、別府市は生活保護費を

パチンコに利用して良いと解釈を変更し、遊技場立入調査を中止することにした。また、後

に行った聞き取り調査に対し、生活保護費の支給を停止するという処分は良くなかったと

答えている236。このように国、県、からの指摘を受けたことによって別府市は方針を転換せ

ざるを得なくなったのである237。 

2016 年 4 月 8日付の記事では、別府市が４月から、パチンコ店舗への出入りの自粛を求

める受給者に対する誓約書を廃止したことが報じられた。支給停止の処分と同様に，県から

「不適切」と指摘されていたという。別府市は、パチンコ店などで同じ受給者を通算２回以

上見つけた際に、支給の一部を止める根拠の一つとしていた。ただ、生活保護法にギャンブ

ルを禁じる規定がないことから，県は２月の時点で支給停止処分とともに，誓約書も「不適

切」と指摘した238。 

このように、別府市が方針を転換した背景には、国に対して照会を行った県が、照会に対

する国の回答に応じて、県の従来の方針を変えたことがあった。国は、当初から、遊技場立

入調査については、不適切である旨を述べていた。一方，県は当初、調査ののものについて

は、問題ないとしていた。しかし、県が厚労省に照会した際に、厚労省から生活保護法には

遊興費の支出を禁じる直接の規定がないことを理由に、調査や支給停止は「不適切」という

見解を大分県に伝えた。県は国からの回答に基づいて監査を実施し、別府市側に是正を求め

た239。 

 

 

233 同上。 

234 同上。 

235 2022年１月 26日に大分県 祉保健部保護監査指導室の保護班に聞き取り調査を実施

した。 

236 2021年 7月 26日に別府市の生活保護担当者より聞き取り調査を行った。 

237 同上。 

238 「生活保護受給者のパチンコ指導―別府市，誓約書を廃止―」自朝日新聞』2016年 4月

8日付。 

239 上條(2016)、前掲書、19頁。 
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 ※筆者作成 

 

 

先述したように、武智(1996)は国による地方自治体のコントロールについて、①事務監査

強化の方策によって対処され、次に②通達と全国担当課長（部長）会議、つまり意思伝達機

能の開発で試行されたのち、③権限体系や人事体系の再編成をもって、対応したと述べた240。

機関委任事務体制下におけるコントロールは、政府間関係をひとつの階統制構造へ転換し、

のこにおいて意思決定の集中と分散が組織運用で可能になると武智(1996)は述べた241。 

別府市の遊技場立入調査を見てみると、地方分権改革以前のコントロールが形を変えて保

持されていることが伺える。国と大分県及び別府市は、地方分権改革後は対等・協力関係に

変化したとされた。しかし，別府市と県が適切と判断したとしても、国が不適切であると判

断すると、県による照会という形をとりながら、実質的には国から県、さらに別府市へと国

の判断が伝えられることにより、制度解釈の整合性を図られた。 

 

3 節 国の方針の変化 

これまでの国の対応を見てみると、生活保護制度における遊技場立入調査について、国は

 

240 武智(1996)、前掲書、134頁。 

241 同上、152頁。 

国 県　 別府市

× 〇 〇

国 県　 別府市

× △ 〇

国 県　 別府市

× △ ×

国 県　 別府市

× × ×

(1)問題発覚時

それぞれの立場（〇：肯定、×：否定、△：立場を明確に表明していない）

①遊技場立入調査について

(2)問題処理時

それぞれの立場（〇：肯定、×：否定、△：立場を明確に表明していない）

①遊技場立入調査について

②遊技場立入調査による保護費の停⽌・減額

②遊技場立入調査による保護費の停⽌・減額
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否定的であったことが伺える。しかし，この後、国の方針は必ずしも一貫しなかった。 

まず，生活保護行政における遊技場立入調査について、国側はどのように捉えていたのか

見ていく。2016 年 1月 6日初鹿明博（民進党）により「生活保護の被保護者への指導等に

関する質問主意書」が提出された。 

 

一、別府市のようにパチンコ店等を巡回して，被保護者の金銭の使い道を事実上監視

するような形での指導が，生活保護法の趣旨に適ったものと言えるのか，政府の見解を

伺います。  

二、パチンコ店に行っていたという理由のみで保護費の支給を取りやめることは適法

とお考えでしょうか。政府の見解を伺います。 

三、パチンコや競輪等の賭け事を自分の力では止めることの出来ないギャンブル依存

症に罹患している可能性がある被保護者については、自助グループ等につなげ，回復の

ためのプログラムを受けて、のこから脱却するように促す必要が保護の実施機関にはあ

ると考えますが、政府の見解を伺います242。 

 

下記が質問主意書への回答である。 

 

一について 

御指摘の「別府市のようにパチンコ店等を巡回して、被保護者の金銭の使い道を事実

上監視するような形での指導」については、のの詳細を把握していないため、お尋ねに

ついてお答えすることは困難であるが、一般論としては，生活保護法（昭和二十五年法

律第百四十四号。以下「法」という。）第十九条第四項に規定する保護の実施機関（以

下「保護の実施機関」という。）が、パチンコ屋等への立入りについて、法第二十七条

に基づき、被保護者に対して生活指導を行うことは可能であると考えている。     

二について  

保護の実施機関は、法第六十二条第一項及び第三項の規定に基づき、被保護者が、法

第二十七条の規定による生活の維持、向上のの他保護の目的達成に必要な指導又は指

示に従わなかったときは、保護の変更、停止又は廃止をすることができることとされて

おり、保護の実施機関が、これらの規定に基づき，被保護者の状況を適切に把握した上

で実施すべきものと考えている。 

三について  

御指摘については、政府としては、いわゆる「ギャンブル依存症」を含め、個々の課

題を有する被保護者が自立した日常生活を営めるよう、保護の実施機関が適切な支援

 

242 平成 28年 1月 6日提出質問第 21号「生活保護の被保護者への指導等に関する質問主

意書(2016年 1月 6日)」提出者，初鹿明博。 
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を実施することが重要であると考えている243。 

 

国側は生活保護受給者の遊技場の立入りについては、指導することはできるとしている

が、保護の変更、停止または廃止については、規定に基づき、被保護者の状況を適切に把握

した上で実施すべきものであるとしている。 

別府市の遊技場立入調査について、国側が指摘したことは、生活保護受給者に対する指導

ののものではなく、保護の変更、停止又は廃止が不適切であるとしていたことが理解できる。 

2 か月後の「国会衆議院内閣委員会」では、遊技場立入調査が IR 法に関係して議案に上

がった。河野正美委員（おおさか維新の会）が、大分県の中津市、別府市などが、約 25年

間にわたって遊技場立入調査を実施してきた事例から、生活保護受給者がパチンコなどにお

金を使ったことを理由にして扶助を停止する例が全国でどのくらいあるのか、政府が把握し

ている事実関係と、これまで 25年間実施してきたのになぜこのタイミングで取りやめるこ

とになったのか、を問う質問を行った244。 

この質問に対して、堀江裕政府参考人は下記の通り回答した。 

 

平成 25年の法改正で、生活保護を受けておみえになる方に健康保持増進、収入、支

出等の生計状況の把握の義務をかけているわけでございますけれども、のれはあくまで

本人の主体的な取り組みを求めるという努力義務として規定しているところでござい

まして、今回の中津市の件につきまして申し上げますと、のれを生活保護の停止の理由

として取り扱うような形になって、ちょっと一律的な形になってございましたので，当

該処分は不適切だということで大分県を通じて指導したものでございます。 

同様の事例でございますけれども、別府市、中津市のれから⾅杵市においてあったと

いうふうに存じます245。 

 

ここで、堀江政府参考人が述べている、平成 25 年の法改正となった条文は以下の条文で

ある。 

 

生活保護法  

改正前 

第六十条 被保護者は、常に、能力に応じて勤労に励み、支出の節約を図り、のの他

生活の維持、向上に努めなければならない。 

 

243 内閣衆質 190第 21号平成 28年 1月 19日「衆議院議員初鹿明博君提出生活保護の被保

護者への指導等に関する質問に対し，別紙答弁書を送付する(2016年 1月 19日)」。 

244 「第 190回国会衆議院内閣委員会第 9号」2016年 3月 25日。 

245 同上。 
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改正後 

第六十条 被保護者は、常に、能力に応じて勤労に励み、自ら、健康の保持及び増進

に努め、収入、支出のの他生計の状況を適切に把握するとともに支出の節約を図り、の

の他生活の維持及び向上に努めなければならない。（平二五法一〇四・一部改正） 

 

上記の法改正について、2014 年３月３日「社会・援護局関係主管課長会議資料」による

と、家計管理支援については、改正法第 60条により、家計管理に問題が認められる受給者

に対して、早期に金銭管理や家計の問題点について助言等を行うなど、家計管理への支援が

容易になるものと国（厚生労働省）が考えていることが推測できる。 祉事務所においては、

例えば、必要と認めた受給者に対して、個々の状況に応じ、レシート又は領収書の保存や家

計簿の作成を求める等の家計管理を支援する取組を行うよう依頼することが記されてい 

る246。 

改正法第 60条の留意点について、本資料によると、 祉事務所は必要に応じて、受給者

に対し効果的に支援が行えるようになるものと考えられているが、健康管理や金銭管理は、

あくまで受給者が主体的に取り組んでいくことが重要であるため，本規定に定める生活上

の義務を果たさないことだけをもって、保護の停廃止を行うことは想定していないことが記

載されている247。 

上記の資料では、遊技場立入調査については述べられておらず、保護の停廃止については

当初から想定していなかったとされている。このことから、別府市の生活保護者に対する処

分は、生活保護法 60条の改正という観点を鑑みても、国の意図に反するものであったこと

が分かる。 

のの後厚労省は、生活保護受給者がパチンコや公営ギャンブルをしたり、宝くじを買った

りする行為について、実態調査を始めた。この実態調査は、全国の 祉事務所に対し、助言

や指導の件数，具体的な指導事例を回答するよう求めているほか，どのような受給者がパチ

ンコを頻繁にしているか「見解」を問う内容も含まれている。 

受給者を支援する団体やケースワーカーからは「生活保護バッシングにつながりかねな

い」と批判する声が出ている248。下記が新聞記事の内容である。 

 

塩崎恭久厚労相が１月、衆院予算委員会で「現在の制度のもとでは、生活保護を受け

ている方が社会常識の範囲内でパチンコなどの娯楽を行うことを特段禁止しているわ

 

246 「社会・援護局関係主管課長会議資料」平成２６年３月３日（2014年 3月 3日）。 

247 同上。 

248 「生活保護―受給者のパチンコ、厚労省が実態調査開始―」自毎日新聞』2017年 4月 9

日付。 
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けではない」と答弁した上で、「実態をしっかり把握する」との方針を示していた。厚

労省は「これまでもパチンコなどへの過度の支出は 祉事務所に指導を促しており、指

導の変更を促すことはない」としている。  

これに対し、関東地方でケースワーカーを務めた男性は「助言や指導は文書でなく口

頭でするため、ケースワーカーも回数を覚えていないのでは」と正確な実態把握に疑問

を示す。西日本の自治体に勤務する査察指導員の男性は「生活保護費の範囲で日々の生

活費がまわっていかないほどパチンコに通い続けるのは実際には難しい」と指摘する。 

 厚労省が３月に始めた調査の文書では，回答事例として「パチンコに生活費の７０パ

ーセント以上をつぎ込んでいたため、生活状況の改善に向けて家計簿をつけるように

助言を行っているが、自パチンコだけが生きがいなんだ』と従わず改善しない」という

ケースが挙げられている。しかし、この査察指導員は「のものもパチンコをやめられな

いこと自体が依存症。娯楽の範囲であれば生活保護受給者だけをけしからんというの

は感情論だ」と話す。 

  「生活保護問題対策全国会議」事務局長の小久保哲郎弁護士は「何のために調査をす

るのか不明確で、当事者の生活を監視しようとする意図が感じられる」と問題視。生活

保護制度への偏見が強い日本で、調査結果の使い方によっては本来支援が必要な人がさ

らに保護を受けづらくなることを危惧し、「質問事項についても偏見を持った視点で例

が書かれており、厚労省が自ら偏見を広げている」と批判する249。 

 

この記事によると、厚労省はこれまで自治体にギャンブル等による過度な支出について指

導するよう促していたと述べている。しかし、既に見たように，厚労省は別府市の遊技場立

入調査は不適切だとして、方針を転換させた。別府市の遊技場立入調査と、厚労省が実施す

る実態調査は、内容、性質はかなり異なる。しかし、地域住民は、実態調査の内容，性質で

はなく、組織としての地方自治体の行動ののものに注目する。のの結果、地方自治体の生活

保護行政が一貫性のないように映ってしまい、住民との間に誤解を生み、のの結果地方自治

体の信頼を損なう可能性もある。国ではなく、身近な行政組織である地方自治体が批判を受

ける可能性も否定できない。 

厚労省はなぜ、実態調査を実施したのだろうか。この背景には IR法がある。丸山穂高 （日

本維新の会）委員は、2017 年 1 月 27 日に開かれた「第 193 回国会衆議院予算委員会」に

おいて，ギャンブル依存症対策とカジノの実施法案との関係から、パチンコの入場規制等に

関連する形で、生活保護とパチンコの実態について質問を行った。この質問に対し、塩崎国

務大臣は、網羅的に把握をしておらず、聴取をしている現状であると回答する。のれに対し

て丸山委員は、自治体へのヒアリングをしっかりやるよう提案する。のの結果、塩崎国務大

 

249 同上。 
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臣は実態をしっかり把握するということで対応していくと回答した250。 

先に述べた実態調査から 1年後においても IR法に関連づけて、生活保護者とギャンブル

等についての質問が、 「第 196 回国会衆議院内閣委員会」で杉田水脈（自由民主党）委員か

らなされた。以下の通りである。 

 

大分県の別府市が生活保護の人たちに対してパチンコを禁止しているというような

ことがあったんですけれども、例えば、別府にしてみれば、受給者に支給を開始すると

きに、パチンコ店に立ち入らないようにするための誓約書の提出を求めていて、のれで

結局パチンコに行っていたら生活保護の受給をやめるというようなことをやっていた

んですね。 

これは全国の自治体の人たちからかなり拍手喝采を受けて、ほかの自治体もこうい

うことをやった方がいいんじゃないかというような意見が圧倒的に多かったと思うん

ですけれども、しかし、これは，国と県が、生活保護法にののような規定がないので取

り締まる法的根拠がないというようなことで、これはやめになったんですよ。生活保護

をもらっている人がパチンコをすることすら規制することもできないのに、どうやって

ギャンブル依存症をなくすんですか251。 

 

この質問への回答として、八神政府参考人は、厚労省としては支出の節約を図ることなど

を規定した生活保護法第六十条に定める生活上の義務を果たさないということのみを理由

として保護の停止処分を行うことは不適切な運用であるという理由から、県を通じて市に

指導をしたと回答した。また、生活保護受給者がパチンコ等の娯楽を行うことを一律に禁止

するということについては、慎重な検討が必要だが、一方で、のれにより本人の自立した生

活あるいは健康を損なうというようなことについては，最低生活の保障と自立の助長とい

う生活保護の目的に照らして望ましくないということで、 祉事務所は必要に応じて助言

指導等を行うということで対応をしていると述べた252。 

国は制度を企画・立案する機関でもあることから、隣接する法・制度についても触れなけ

ればならない。ののため、ある制度が別の制度に浸食されることで制度の解釈に変化が起き

ることが考えられる。今回の事例では、生活保護行政が全く異なる領域である IR 推進法の 

影響を受けたことによって、生活保護受給者へのギャンブル等の取扱いに関する国の制度解

釈ついて、変化が生じたことが考えられる253。 

 

250 「第 193回国会衆議院予算委員会第 3号」2017年 1月 27日。 

251 「第 196回国会衆議院内閣委員会第 2号」2018年 3月 9日。 

252 同上。 

253 小山・坂井(2020)は 1946 年度から 1952 年度までの衆議院生活保護法案委員会およ

び衆議院厚生委員会の議事録に対して構造トピックモデルを適用した分析が行わった。の
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この変化とは、国は遊技場立入調査について、生活保護法に遊興費の支出を禁じる直接の

規定がないことから関与すべきではいとする消極的な立場から、積極的に関わっていく方針

へと変わったことである。このことは，生活保護受給者がパチンコや公営ギャンブルをした

り、宝くじを買ったりする行為について、先に述べた実態調査を始めたことから伺える。 

こうした変化は生活保護行政に携わるケースワーカーに求められる資質にも影響する。

例えば、現在の生活保護業務においては、IR 推進法に関連する形で、ギャンブル依存症の

知識も必要視されている。「生活保護担当ケースワーカー全国研修会」では、 「ギャンブル等

依存症と行政施策について」プログラムが組まれている254。のこでは、厚労省の基本施策と

して，①国民全体に向けた、依存症の正しい理解の普及啓発、②自助グループ等の民間団体

への補助、③地方自治体への補助、④全国拠点機関を通じた活動について説明をしている255。 

以上のことは、他領域の政策と言える IR推進法による生活保護行政への浸食を受け、生

活保護制度においても、生活保護受給者の過度な遊興費の支出については、積極的に関与す

ることが求められるように変化したことを示している。 

 

4 節 国と県と市町村の関係性 

(1)国・県・市町村の位置関係 

当初、生活保護制度における遊技場立入調査について、別府市と大分県は問題ないとして

いた256。別府市と大分県は、生活保護制度における遊技場立入調査について、同じ制度解釈

であったと言える。一方で、厚労省は、パチンコなどについて「望ましいことではない」と

しつつも、 「生活保護法に遊興費の支出を禁止する規定はない」として， 「調査は適切ではな

い」との見解を示していた257。 

以上のことから、別府市と県は同じ制度解釈で、国と対立する構図であったことから国、

県、市の関係は図 1のようになる。しかし、マスコミが厚労省の見解として、「停廃止は不

 

こでは、分析の結果，重点的に論じられるトピックの推移は，のの時々の社会情勢に反応

した結果というよりは，同時期に審議された他の法案や制度からの影響を受けていたこと

を明らかにした。このことは，質疑応答を通じて他の制度との関連を明確化するという立

法機関が担う一つの役割が突出していたことを示唆していると述べる。 

小山裕,坂井晃介(2020)「生活保護法審議過程の計量テキスト分析」自2019 年度課題公募

型二次分析研究会 戦後 祉国家成立期の 祉・教育・生活をめぐる 調査データの二次分

析 研究成果報告書』東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイブ研究セン

ター。 

254 社会 祉協議会(2021)自生活と 祉(2月号)778号』15頁。 

255 同上，17～18頁。 

256 「生活保護受給者の行動調査 中津市など５市も」自朝日新聞』2015年 12月 17日付。 

257 同上。 
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適切」と報じる。大分県は国へ照会をした結果、 「不適切」との回答を受けた。2016 年２月

から３月にかけて、別府市と中津市に「不適切」として、監査を実施し、両市に是正を求め

た258。のの結果、別府市は方針を転換することになる。別府市が方針の転換に至った背景と

して国から県、県から別府市へとコントロールが働いたのである。以上の経過について，国

と県、市の構図をまとめると図 2のようになる。 

地方分権改革以前は、国のコントロールにより制度解釈の調整を行った。しかし、国と県

及び市町村の関係性が対等・協力関係に変化したとされている昨今においても、国の制度解

釈に県と市が合わせることで整合性が図られている。 

先に述べた大山の研究(2019)では、国と都や県の関係性において、国が第 2号通知、第 3

号通知を発出することにより、都や県の立場に合わせる形で整合性を図ったことが述べら

れている259。国と県の関係性については、大山の研究で示したことと同様な対等・協力関係

となるケースもある。しかし、遊技場立入調査の事例においては、県が国に対して照会をか

け、のれに国が回答する。のれに従って県が市に対する影響力を行使した。国と県及び市町

村の関係性は、実態としては従属的な関係と言える。今回の事例は、国と県及び市町村が協

力・対等な関係を前提とした、組織間による調整ではなく、国が県と市町村をコントロール

したことで問題を処理した事例と言える。 

 

図 1                                                     図 2 

 

(2)制度解釈の調整 

別府市の遊戯場立入調査では、国と県及び別府市の間で制度解釈に不整合が生じたため、

制度解釈の整合性が図られた。しかし、厚労省ののの後の動向を見てみると、制度解釈の整

 

258 同上。 

259 大山(2019)、前掲論文。 
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合性を図ったのにも関わらず、再び制度解釈に不整合が生じる可能性が生じた。国と自治体

で制度解釈に不整合が生じた場合、調整を困難にしている理由として、①国と地方自治体の

役割の違い、②マスコミとの関係性、③地方自治体と地域住民の関係性の 3 つの要因によ

って引き起こされると考えられる。ここでは、制度解釈の調整を困難にしているこれらの要

因について整理しておきたい。 

まずは，①の要因について説明する。国は日常的に様々な政策の策定の際、関連する他の

制度とも整合性を図る必要がある。政策の企画・立案の背景には人々のニーズが複合的に絡

み合っている。たとえば、先に述べた生活保護法と IR推進法の関係性について言えば、IR

推進法を成立させるためには、ギャンブル依存症について把握することが必要だった。のの

根拠とする資料の一つとして、各自治体に、生活保護受給者におけるギャンブルの取扱いに

ついて実態調査を実施したのである。 

一方で，地方自治体は政策を実施することを主とする。とりわけ生活保護行政においては、

専門性が高いことから、地方自治体職員は生活保護の制度を取り扱う業務が主であり、のの

他の政策を企画・立案することは少ない。この役割・機能の違いが，国と地方自治体の制度

解釈の調整を困難にしている。 

次に②の要因として、マスメディアの影響について説明する。別府市の遊技場立入調査に

ついて、世論では、遊技場立入調査を評価する声が多く、別府市には報道の直後、200 通を

超えるメールが届き、のの中の 8 割以上が別府市への賛同と、厚生労働省の見解を批判す

る内容だった260。ののため、当時の社会環境としてはむしろ受け入れられやすい状況であっ

たが、国は不適切と判断した。ここで重要なのは、国が問題視したのは，遊技場立入調査で

発見した生活保護者の保護費の支給を停止したことだった。しかし、この事例をマスメディ

アが報道する際に「保護費の支給を停止した」ことより、生活保護受給者の遊興費の取扱い

において、地方自治体が国に指摘されたという部分のみが地域住民に広がっていった。のの

結果、パチンコ等の遊戯をして良い/してはいけないという単純な二分法の論理にすり替わ

った。 

生活保護受給者にとってパチンコ等の遊戯は、精神的な自立を達成するために、余暇の一

つとして必要になることもある。一方で地方自治体側においては、生活保護受給者が生活保

護費の過度な使い込みやギャンブル依存症等により自立を妨げる可能性があれば、遊技場の

立入調査や指導が必要になる場面も出てくるだろう。こうした状況において、二分法の論理

に陥ることは、制度の解釈における調整について、柔軟な対応を困難にし、生活保護制度の

運営に障害をきたすことになる。 

最後に③について説明する。国と県及び市町村の間で制度解釈の調整がなされたとして

も、のれは安定的に継続するとは限らない。とくに、国が方針を転換することはしばしば見

られる。この方針の転換は、自治体の意図するものではない。しかし，地域住民は日常生活

 

260 上條(2016)前掲書、19－20頁。 
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において、地方自治体が国の影響を受けていると認識する場面に遭遇することは少ない。と

くに地方分権改革以後、国に対して地方自治体の裁量は増大したというイメージが流布して

いる。のの結果、地域住民には地方自治体の姿勢が一貫していないように映ってしまい，地

域住民が地方自治体に対して，不信感を抱く可能性につながる。地方自治体はこの不信感を

解消しようとしなければならず、国と地域住民の間でジレンマに陥る。このことが、制度解

釈にも影響し、調整が困難になり不整合が生じるのである。 

 

5 節 地方分権改革後のジレンマ 

地方分権改革後は、機関委任事務制度や通達行政の廃止によって、国による地方自治体に

対するコントロールはできなくなったとされている。ののため、多くの地方自治体は国から

のコントロールではなく、地方自治体が国に対して照会をかけ、国からの回答に合わせて行

政活動を実施する形式になった。このことは、地方分権改革によって、地方自治体と国の関

係性が上下ではなく、協力・対等な関係性を構築するためのものであった。しかし、実際は

国からのコントロールは続いている。一方で地域住民には、自治体が国の回答を受け入れる

/受け入れないという選択肢をするにあたって、たとえ受け入れざるを得ない状況下での消

極的な選択だったとしても、のれは地方自治体が自ら選んだこととして認識される。また、

国側は地方自治体がコントロールを受けたことによる選択だったとしても、地方自治体の

自主性を尊重するとして、最終的な判断は地方自治体に任せるというスタンスをとる。のう

なると、地方自治体の自己責任として認識される。のの結果、地方自治体は国と地域住民と

の間でジレンマに陥ることになる。本稿で取り上げた別府市の事例は、こうした地方自治体

が有するジレンマを示すものだったと言えよう。 

本章では、地方分権改革以後、制度の解釈をめぐって、地方自治体が国との調整をどのよ

うに行うようになったのか、遊技場立入調査を事例に検討した。地方分権改革以後、制度上

は国と地方自治体の関係は協力・対等であるとされているが、まだまだ実態は、地方自治体

は国にコントロールされている。しかしののことを地域住民は認識していないことから、地

方自治体と地域住民との間に齟齬が起きてしまい，地方自治体の職員はジレンマに陥る。こ

の課題を解決するためには，地域住民の地方自治体に対する認識を改める必要がある。のの

ためには、地方分権改革以後の地方自治体に対する地域住民の認識を把握することが必要

になってくる。 
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第４章 小田原市の生活保護行政 

第 4章では，問題処理過程において、国・都道府県からの影響をあまり受けることがなか

った事例として、小田原市の 「ジャンパー問題」に着目する。小田原市生活支援課のケース

ワーカーは生活保護利用者を威圧するような言葉がプリントされたジャンパーを着て生活

保護受給者を訪問していた261。 「ジャンパー問題」は、生活保護受給者に対して差別や偏見、

あるいはのれらの助長にもつながることから、小田原市の生活支援課の行為は問題視され

た。しかし，のの後小田原市は 「ジャンパー問題」に対して、異例といってよいほどに迅速

な対応をした。この小田原市の取り組みののものが、地方分権改革の成果の一つであること

を説明する。 

 

1 節 ジャンパー問題の概要 

「ジャンパー問題」とは、小田原市生活支援課の職員であるケースワーカーが、生活保護

業務の一つである、生活保護受給者の訪問の際に、生活保護受給者を威圧するような言葉が

プリントされたジャンパー （図１参考）を着て保護利用世帯を訪問していたことが問題視さ

れたという出来事である。ここでは、「ジャンパー問題」の概要について述べていく。 

小田原市生活支援課の組織状況についてまず説明しておく。小田原市生活支援課のケース

ワーカーは、配置数は 25 人（2016 年 12 月時点）だった。社会 祉法 16 条第 2 号による

と、「市の設置する事務所にあつては、被保護世帯の数が二百四十以下であるときは、三と

し、被保護世帯数が八十を増すごとに、これに一を加えた数262」とされている。すなわち、

ケースワーカーの定数について市町村では、被保護世帯８０世帯につき１人を標準として

定めている。小田原市の被保護者世帯は当時 2,369 世帯のため、標準の配置数は 29 人でな

ければならないため、4人不足している状態であった263。ののため、人手不足で、業務の過

多の状況が続いていたことが推測できる。 

「ジャンパー問題」は傷害事件を発端としている264。2007 年 7 月、ケースワーカーが生

活保護の元利用者にカッターナイフで切りつけられる事件が起きた265 。元利用者はアパー

 

261 小田原市の報告書等においては生活保護受給者を「生活保護利用者」としているが、

本論文では用語の統一のため、「生活保護受給者」とする。 

 小久保哲郎(2017)「ジャンパー事件の背景、のの後の経緯、のして改善への課題」自「生

活保護なめんな」ジャンパー事件から考える』あけび書房株式会社、17頁。 

262 社会 祉法 16条第 2号。 

263 小田原市(2017)自第１回生活保護行政のあり方検討会』資料 4「本市生活保護行政の状

況」を参考にした。 

264 生活保護行政のあり方検討会(2017)自生活保護行政あり方検討会報告書』、3頁。 

265 小田原市(2017)自第１回生活保護行政のあり方検討会』資料 2－3「平成１９年７月５
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トに居住し生活保護を利用していたが、大家親族への暴力的行為を理由に 2007 年６月 15

日の契約更新はしないとの連絡を受けた266。原則として、居宅を失うと生活保護の適用も難

しくなることから、無料低額宿泊所などを助言した267。元利用者は無料低額宿泊所への入居

に乗り気になったことから、面接の場を設定した268。しかし、元利用者は「引越しの片付け

が出来ない、面倒だ」と言って無料低額宿泊所へ入居する気がなくなり面接を断ってきた269。

当時の担当ケースワーカーは宥めようとしたが、元利用者は暴言を吐いて電話を切ってしま

った270。 

以降音信不通となり、アパートの契約更新も行われず、居宅を喪失して所在不明となった

ため保護の要否が判断出来なくなったことから保護廃止決定を行った271。しかし、元利用者

は生活保護が廃止になったことを認識していなかった。ののため、翌月の保護の支給日に保

護費が口座に振り込まれていなかったことから元利用者が来所した272 。保護廃止となった

経緯・理由を説明したが、納得がいかない様子で、応対していた職員の一人に杖を振り上げ

頭上めがけて振り下ろした273。大事には至らなかったが、当 祉事務所内にいた４～５人の

職員が当事者を取り押さえようとしたところ、左手に隠し持っていたカッターナイフで職員

１名の左脇腹を切りつけ、カッターナイフを取り上げようとした別の職員１名の手を負傷さ

せ、事件となった274。 

 小田原市の生活支援課がジャンパーを着用するに至った経緯については、日々の業務量

の多さに加え、この傷害事件をきっかけに、職員のモチベーションの低下があったことから、

不正受給は許さないというメッセージを盛り込み、職員の連帯感を高揚させるために、事件

後の 7 月以降にジャンパーが作成された275。ジャンパーに記載されている内容は、外部に

向けたメッセージではなく、仕事が大変な職場であることから、自分たちの自尊心を高揚さ

せ、疲労感や閉塞感を打破するための表現であった、生活保護利用者ではなく市役所全体へ

のメッセージであったと当時の職員は述べている276。なお、ジャンパーだけではなく、ポロ

 

日に発生した傷害事件概要」、1頁－2頁。 

266 同上、同頁。 

267 同上、同頁。 

268 同上、同頁。 

269 同上、同頁。 

270 同上、同頁。 

271 同上、同頁。 

272 同上、同頁。 

273 同上、同頁。 

274 同上、同頁。 

275 生活保護行政のあり方検討会(2017)自生活保護行政あり方検討会報告書』、4頁。 

276 同上、同頁。 
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シャツ及び関連物品もある（図 2）277。 

のの後、2017 年 1 月 17 日付の読売新聞の報道をきっかけとして、小田原市の生活保護

担当職員が「保護なめんな」「不正を罰する」などと、保護利用者を威圧するような言葉が

プリントされたジャンパーを着て保護利用世帯を訪問していたことが表面化した278。 

本事件におけるジャンパー作成・着用の何が問題かについて、小久保(2017)は 「このよう

なジャンパーを着て日常業務にあたるということは、すべての生活保護利用者に対し、不正

をし、職員を騙しているのかもしれないと疑い、敵視し、威嚇する姿勢で対峙するものとい

われざるを得ません」と述べている279。 

ケースワーカーは生活保護受給者の家を訪問しなければならない。ののため、役所の制服

を着たり、役所の名称が入った車や自転車に乗ったりして家庭訪問をすることは、のの世帯

が生活保護を利用していることを近隣に知らしめる可能性があることから一般の 祉事務

所では厳禁とされている280。小久保は「上記のような揃いのジャンパーを着て家庭訪問する

ことはあまりにも配慮を欠いており、論外と言わざるを得ません」と述べる281。 

ジャンパーの着用は、生活保護受給者に対する、差別や偏見の助長にもつながる可能性の

ある行為であった。 

 

図 1 282 

 

 

 

277 同上、同頁。 

278 尾藤廣喜(2017)「「生活保護なめんな」ジャンパー事件をどう見るか」自「生活保護なめ

んな」ジャンパー事件から考える』あけび書房株式会社 、1頁。 

279 小久保(2017)、前掲書、14頁。 

280 同上、同頁。 

281 同上、同頁。 

282 小田原市(2017)自第１回生活保護行政のあり方検討会』資料 2より引用。 



 

 

54 

  

図 2283 

 

 

 

 

 

 

 

2 節 事件後の対応 

小田原市は「ジャンパー問題」に対して、異例といってよいほどに迅速な対応をとった。

小田原市の対応について吉永(2017)は、このような事件が起きた場合、行政の過去の対応は、

せいぜい「不適切な対応だったことをお詫びする。しかし、職員に悪気はなく、職務熱心の

余りの行き過ぎた行為だった」というように、組織に問題はなく、一部職員の逸脱であると

してお茶を濁す対応や、居直り的な対応が通例だったのに対し、今回の小田原市の対応は全

く違ったと評価している284。 

2017 年 1 月 20 日には「生活保護における不適切な行為についてのお詫び」を発表し、今

回の行為が許されるものではないという立場を明確にした285。小田原市は、ジャンパーの着

用を禁止するとともに、関係職員に対する厳重注意を行い、所管副市長は、給料の 10 分の

1を 1カ月辞退した286。加藤憲一市長は、ジャンパー問題を全庁的課題と位置づけ、のの検

証と改善方策を早急に検討するため、有識者と市職員をメンバーとする検討会を開催する

よう、職員に指示を出した287。 

1 月 25 日には、有識者と市職員をメンバーとした「生活保護行政のあり方検討会」を設

置することを明らかにした288。のの委員として、生活保護利用者の権利擁護に取り組んでき

た元ケースワーカーの森川清弁護士と元生活保護受給者の和久井みちる氏を登用した。小

久保は特に「元」であれ生活保護利用当事者を委員として登用したことは画期的なことであ

ると述べる289。 

 

283 同上、同頁より引用。 

284 吉永純(2017) 「自小田原ジャンパー』事件克服の途―問われる生活保護行政」 自経済』(265)、

新日本出版社、57 頁。 

285 小久保(2017)前掲書、16頁。 

286 生活保護行政のあり方検討会(2017)、前掲書、2頁。 

287 同上、同頁。 

288 毎日新聞「小田原市―自保護なめんな』市民団体、調査と再発防止要望」2017年 1月

25日付。 

289 小久保(2017)、前掲書、16頁。 
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「生活保護行政のあり方検討会」は有識者や担当部課長らが検証し改善策を議論すること

を目的とする検討会で、2017 年 2 月 28 日の第 1回会合から 2017 年 3 月 25日まで計 4回

開催された。この第 1回会合の資料とするために調査として「生活保護行政に関するアンケ

ート」調査が実施された。実施期間は 2017 年 2月 20 日から 2017 年 2月 23日である。対

象は調査票 1では(平成１９年度(2007 年)以降の保護係職員、保護係ＯＢ職員 ７５名)と調

査票 2では(全職員((医療職を除く))１４８８名)、となっている。無記名方式で、調査票１ 

の回答者数は６１名 回答率は８１.３％、調査票２の 回答者数は９７７名、 回答率は６５.

７％である。このアンケートは生活保護行政のあり方検討会が作成した 「生活保護行政のあ

り方検討会報告書」の根拠資料にもなっている。 

本事件の発生した理由についてのアンケートの調査結果理由を踏まえた上で、「生活保護

行政のあり方検討会報告書」は 「自立」目標の難しさから、不正受給の 「摘発」を代替目標

に据えたのではないかと述べている290 。アンケートによるとケースワーカーのやりがいは

「利用者が自立したとき」がもっとも多く、一方で困難や苦労、悩みについては 「援助方針

の通りいかない」「利用者本人に自立する意欲がない」がもっとも多い291。当初は利用者の

自立をやりがいにしていたが、のの目標の達成は難しかった。だから、のの未達成感を団結

力で解決しようとし、不正受給を「発見」し「正す」のではなく、むしろ「摘発」すること

が保護係の代替的な目標となったのではないかと説明している292。 

また、報告書では、「ジャンパー問題」を市役所全体の問題として位置付けている。のの

理由として、10 年間ジャンパーを着ている姿を見て、誰も何も発言・行動しなかったのは、

管理監督者も含めた全庁的な関心や理解の低さによるものであり、誰もジャンパー着用を

疑問視せず、保護係の孤立感をさらに高めてしまったことが、ジャンパーの着用が継続した

要因であると考えられている293。ののため、生活保護担当職員の意識改革の重要性と同時に、

保護係や生活支援課だけではなく、部局内・部局間の連携、市役所の外部にある多様な主体

との連携が必要であると述べている294。 

 以上のことを踏まえた上で小田原市が本問題に対して実施した具体的な対応は、①ケー

スワーカーの増員（平成 29 年４月１日付人事異動により、ケースワーカーを４名増員し、

社会 祉法に定める標準数を充足した）、②職員研修、③生活保護のしおりの見直し、ホー

ムページの見直し、④「小田原市生活保護行政のあり方シンポジウム」の開催、であった295。 

「小田原市生活保護行政のあり方シンポジウム」は 2017 年 4 月 30 日に小田原市市民会

 

290 生活保護行政のあり方検討会(2017)、前掲書、5頁 

291 同上、同頁。 

292 同上、同頁。 

293 同上、7頁。 

294 同上、17頁。 

295 「平成 29年小田原市議会６月定例会会議録」2017年 6月 19日。 
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館で開催された296。シンポジウムのパネリストは井手英策慶応義塾大学教授、元生活保護利

用者の和久井みちる、大田区生活保護面接員の渡辺潤、加藤憲一小田原市長だった 297 。こ

のシンポジウムの意義について小田原市議会で質問が出たのに対し、加藤市長は下記のよう

に回答している。  

 

このシンポジウムは、小田原市生活保護行政のあり方検討会における検討の経緯やの

の報告書の内容について、市民及び関係者と共有することを目的に開催したものでご

ざいます。 

また、当該検討会から示されました改善策の一つであります「市民に開かれた生活保

護」の取り組みの一環でもあります。 

次に、このシンポジウムで伝えたかったことについての御質問でございました。この

シンポジウムでは、「利用者と支援者の壁をこえていく」と題しまして、検討会の井手

座長から、利用者と支援者という立場の違い、利用者と市民との間の無理解や対立では

なく、寛容さをもってお互いを思いやることの重要性について基調講演をいただきまし

た。また、パネルディスカッションでは、他のパネリストから「市民一人一人に温かい

心を持って接していくこと」や「改善に向けての取り組みへの期待」が述べられたとこ

ろでございます。私からは、既に改善を行った事項やこれから取り組むべき事項を示し

つつ、検討会の提言を踏まえた本市の目指すべき生活保護行政の実現について、改めて

決意を表明させていただいたところでございます298。 

 

  上記の回答から小田原市は、「ジャンパー問題」について庁内で処理するのではなく、

地域住民に状況を説明する機会を設けることで、小田原市が本事件について意欲的に改善

する意思があることを地域住民に示すことができたことが伺える。 

一方で国の対応はどうだったのだろうか。まず、厚生労働省は 「ジャンパー問題」をどの

ように認識していたのだろうか。2018 年 5 月 15 日の第 196 回国会衆議院厚生労働委員会

にて、高橋千鶴子委員 （日本共産党）が質問しており、下記のとおり、定塚政府参考人 （厚

生労働省社会・援護局長）が回答している。 

 

御指摘の小田原市の事案でございますけれども、まず、生活保護受給者がすべからく

不正受給をしているのではないかとの疑いの目で対応するようなものであり、生活保護

 

296 毎日新聞「シンポジウム：生活保護行政のあり方を考える」2017年 5月 1日付。 

297 タウンニュース「生活保護行政の再生めざす 市シンポジウムに 350人」 

 https://www.townnews.co.jp/0607/2017/05/13/381829.html（2021年 5月 13日最終閲

覧）。 

298 「平成 29年小田原市議会６月定例会会議録」2017年 6月 19日。 

https://www.townnews.co.jp/0607/2017/05/13/381829.html
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を必要とする方を萎縮させるおのれがあったことや、また、ジャンパーを着て訪問した

際に、生活保護を受給していることが周囲に知られてしまうおのれがあったことなどの

点で、大変不適切な事案であったと考えているところでございます299。 

 

さらに定塚政府参考人は以下のように説明した。 

 

生活保護に携わる職員は、制度を適切に運用するに際して、常に、保護を受ける方の

立場や心情を理解して、支援が必要な人に確実に保護を実施していくという姿勢が大切

であると考えておりまして、厚生労働省におきましては、この事案の発覚後間もなく、

二十九年一月に開催した都道府県の部局長会議、全国会議において、このような事案が

発生することのないよう、適切な保護の実施について、全国の 祉事務所に対する周知

と指導を指示し、また、同年二月には、厚生労働省が実施した神奈川県に対する監査の

際に、小田原市にも同席を求め、改善と再発防止を個別に指導しております。 

のの後、同年十一月には、神奈川県が実施した小田原市に対する監査の状況を確認す

るなど、改善状況を継続的に把握しているところでございまして、引き続き、全国の 

祉事務所で適正な保護の実施がされるように指導をしてまいりたいと考えてございま

す300。 

 

 上記の回答から国は、小田原市に対して調整ではなく、武智が述べるコントロール手法を

用いて問題の処理に取り組んでいたことが理解できる。このことを踏まえると、ジャンパー

問題発覚後の小田原市の対応は、国からのコントロールとを受けながらも、のの範囲内での

問題処理には止まらず、先に述べた市独自の対応を併せて実施した。このことは、小田原市

が自律的に問題解決に取り組んでいたことを示すものと言えよう。 

 

3 節 国、県と小田原市の関係 

ここでは、国、県、小田原市の組織間関係について述べる。「ジャンパー問題」が発覚す

る前の国、県、小田原市の組織間関係は神奈川県が実施する生活保護法施行事務の監査にお

いて、県内でもトップクラスであり、県からの小田原市生活支援課の評価は高かった301。井

出(2017)によるとこの評価は不正受給の摘発に関するものだった302 。この監査による評価

 

299 「第 196回国会衆議院厚生労働委員会第 18号」平成 30年 5月 15日。 

300 同上。 

301 小田原市(2017)「生活保護行政に関するアンケート」、17頁。 

302 門崎正樹、古林明朗、伊原尚子、白井享、井手英策(2017)「座談会 小田原市ジャン

パー問題を考える自生活保護行政のあり方検討会報告書』を受けて」自月間自治研』59 

(694)、自治研中央推進委員会、40頁。 
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が高かったことから、小田原市は、国・県に対して対立する関係性ではなかったことが推測

できる。 

「ジャンパー問題」発覚後は、国、県は監査等を通じて、小田原市に対して指導を実施す

ることで、コントロールを試みた。しかし、小田原市は、国、県からのコントロールを受け

ながらも、小田原市の「問題」として位置付けた上で問題の処理を行った。ののため国・県

からの影響の範囲を超えて、自治体が自律的に対応を試みたことが伺える。のこには、地方

分権改革が目的としていた市が国に依存せずに自律的に問題の処理に取り組むという姿勢

を確認することができる。 

以上の小田原市の問題処理過程について、国、県と市町村の間での調整は本事件の問題処

理過程において、中心とはならなかった。また、小田原市は国、県からコントロールを受け

ながらも，自律的に対応した。こうした体制を整備することができたことは、地方分権改革

の成果と言えるのではないだろうか。 

ジャンパー問題は北九州市の生活保護適正化の問題と重なっている。渡辺(2017)は自身

が事務局長を務める「NPO法人 POSSE」には年間およの 1000 件の生活相談が寄せられて

いる中で、生活保護の申請をはねつける「水際作戦」やケースワーカーによるパワーハラス

メントなど、深刻な違法行為や人権侵害についての相談は決して少なくないとして、ジャン

パーに文言が明記されていたことを除けば、小田原市で特別なことが起きたとは言えない

と述べる303。小田原市の生活保護行政は 「自立」目標の難しさから、不正受給の 「摘発」を

代替目標に据えた。しかし、事件発生後の問題処理は小田原市が主導して実施することがで

きた。  

小田原市が迅速に対応できた理由については、担当課ではなく、企画課が担って全庁的な

取り組みにするとして、担当の係長を置いたことで可能となった304 。担当の課でやったら

遅々として進まなかったとされている305。つまり、小田原市の行政組織内（担当課―別の課）

で調整しながら、問題処理を行ったのである。 

本事件の処理は、地方分権改革の目的にも関連している。日本の中央省庁は縦割り組織で

あることから、現場である地方自治体の各部署についても、のれぞれの部署で国からの関与

があることから、縦割りの性質を帯びてしまうという弊害があった306。地方分権改革が実施

されれば、機関委任事務の廃止により国からの関与が減少することにより、地方自治体はの

 

303 渡辺寛人(2017)「小田原市自ジャンパー事件』はなぜおきたのか？―生活保護行政に

構造化された排除の論理」自Posse』、堀之内出版、118頁。 

304 門崎、古林、伊原、白享、井手(2017)前掲書、44頁。 

305 同上、44頁。 

306 須藤陽子(2000) 「地方分権と生活保護行政」自自治総研』26 (3)、地方自治総合研究所

32頁。千田基嗣(1997) 「生活保護における地方分権」 自年報自治体学』(10)、第一法規、167

頁。 
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れぞれの部署が独自の裁量を持つことになることから、部署間の垣根を越え、迅速にかつ適

切な行政サービスを提供することが可能になると考えられていた307。 

以上のことを踏まえると、小田原市ジャンパー問題の処理は国からのコントロールを受

けながらも、のれを超えるかたちで市独自で問題の対応を展開した。この背景には、小田原

市の組織体制が地方分権改革以前の縦割り組織ではなく、のれぞれの部署が垣根を超え、全

庁的に問題の解決に取り組むことができたことによる。小田原市がジャンパー問題に対す

る全庁的な取り組みは、地方分権改革の成果の一つとして挙げることができるのではないの

だろうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

307 須藤(2000)、前掲論文、32頁。千田(1997)、前掲論文 167頁。 
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第５章 地方分権改革以後の組織間関係 

第 5章では，3つの事例を通じて，地方分権改革以後の国と地方自治体の組織間関係には

どのような問題が孕まれているのかについて述べる。まず、3つの事例から共通する要素を

見出す。次に生活保護行政の変容が 3つの事例にどのような影響を与えたのかについて述べ

る。最後に 3 つの事例について述べることで、国と地方自治体の組織間関係の問題点を明

らかにする。 

 

１節 三つの事例の共通性 

 本節では先に述べた(1)北九州市の事例、(2)別府市の事例、(3)小田原市の事例、を整理

し、地方分権改革以後の国、都道府県、市町村の組織間関係に共通する要素を見出すことに

したい。まず、のれぞれの事例を①問題が表面化した時期、②問題の概要、③問題が起きた

要因、④問題処理、の観点から整理していく。 

 

(1)北九州市の事例 

 

 

(2)別府市の事例 

 

① 問題が表面化した時期 2006年5月23日におきた門司餓死事件（地元メディアの報道による）

② 問題となった行政活動

北九州市は生活保護の申請を受理しない。指導においては、保護受給者を廃⽌

に追い込むことで保護の辞退を促す。あるいは廃⽌を実施することで、保護受

給率を減らす取り組みを実施していた。

③ 問題が起きた要因 生活保護の適正化（1982年に「一二三号通知」を導入）に基づく厳格な措置

④ 問題処理
国からの監査を受ける(2007年10月29日から11月2日）。組織については再構

成を実施する。

① 問題が表面化した時期 2015年12月16日（『朝日新聞』の報道による）

② 問題となった行政活動

パチンコ店や市営別府競輪場を巡回し，遊技場に生活保護受給者がいれば，行

かないように指導するというものであった。指導後に再度遊技場に立ち入る生

活保護受給者には生活保護費の支給の一部停⽌等を実施した。立入調査以外で

取り締まる方法として，生活保護開始時に，遊技場に行くことを慎むとする誓

約書も取っていた 。

③ 問題が起きた要因
生活保護法にある「生活を維持」を根拠とし、市民の信頼を得るために1998年

頃から調査を実施した。

④ 問題処理
国・都道府県から指摘を受けたことで、別府市の生活保護行政の方針を転換す

る。
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 (3)小田原市の事例 

 

 

上記 3つの事例を見ると、2つの共通点を指摘することができる。1つめは問題が発覚す

るまでの期間が長いことである。3 つの事例はどれも慣習として 10 年以上続いていた。し

かし、「問題」として世論に受け止められたことにより、はじめて「問題」化された。ここ

で重要となるのが、国の指摘による発覚ではなく、住民・マスメディアを発端としているこ

とである。本来は国、あるいは県が、監査等を通じて、「問題」として指摘することで、是

正を図らなければならなかった。しかし、国、県が本来の役割を果たせず、機能しなかった

ということは、国、県と地方自治体の組織間関係に問題があったことを示唆している。 

2 つめはどの事例も生活保護の 「適正化」に関連して起きていたことである。北九州市の

事例は「一二三号通知」に基づく適正化の過程で引き起こされた。別府市の事例と小田原市

の事例は、不正受給対策に比重を置いた対応の中で引き起こされた。渡辺(2017)は、適正化

を文字通りの意味で解釈すれば、濫救防止だけではなく、漏救防止対策を含めて行われなけ

ればならないと述べる308。しかし、政府は、過度に濫救防止に偏った「適正化」を行うこと

によって、濫救防止という建前のもとで保護の抑制を行ってきた309。1980 年代以降の「適

正化」のなかで生活保護行政における「不正受給対策」が強化され、のの全般化が図られた

ことにより、 祉事務所が「不正受給対策」を主軸とした現場に変容したのだと渡辺は述べ

る310。 

「不正受給対策」を主軸とした現場に変容した要因として、国と地方の関係性が、国から

のコントロールを前提とした組織関係、すなわち上下・主従の関係であったことが挙げられ

 

308 渡辺(2017)、前掲書、121頁。 

309 同上、121頁。 

310 同上、121頁。 

① 問題が表面化した時期 2017年1月17日（『読売新聞』の報道による）

② 問題となった行政活動

小田原市の生活保護担当職員が「保護なめんな」「不正を罰する」などと、保

護利用者を威圧するような言葉プリントされたジャンパーを着て保護利用世帯

を訪問していた。

③ 問題が起きた要因

「自立」目標の難しさから、不正「摘発」を代替目標に据えた ことによること

や、担当部署が組織間で孤立していることが理由として上げられている。事件

が起こった2007年にジャンパー着用が始まった。

④ 問題処理

①有識者と市職員をメンバーとした「生活保護行政のあり方検討会」の設置を

決めることで対応する。

②2017年2月には厚生労働省が実施した神奈川県に対する監査の際に、小田原

市にも同席を求め、改善と再発防⽌を個別に指導を受ける。
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る。国からの通知である「適正化」を達成することを重要視したことから、「濫救」に比重

を置いてしまい、「適正化」のもう一つの目的である「漏救」に関しては未達成になった。

のの結果として、3つの事例を引き起こしたのである。 

 

2 節 生活保護行政の変容との関係 

地方分権改革後は、生活保護行政が不正受給対策に偏った生活保護行政から脱却し、精神

的な自立を目的に比重を置く方向性が模索され始める。3つの事例で述べた各問題が「問題」

化した背景には「生活保護行政の変容」が世論に対しても大きな影響を与えたことが考えら

れる。ここでは、3つの事例が 「問題」として表面化したことが生活保護行政の変容と関係

していることを述べる。 

生活保護行政の変容とは 「金銭・サービス支給の決定事務」中心から「相談支援 ・ソーシ

ャルワーク業務」への比重の移行である。これは機関委任事務の廃止による自治事務と法定

受託事務の再構成に結びついたものであった。 

まず、3 つの事例が表面化したきっかけについて述べる。北九州市は 2005 年１月に八幡

東餓死事件が発生するが、事件当時はほとんど報道されなかった311。しかし、2006 年 5 月

23 日に発覚した門司餓死事件を地元メディアが報道し、瞬く間に全国に広がり、問題が表

面化した312。門司餓死事件のような、生活保護を受けられないことによる餓死・自殺はのれ

まで多発していたが、大手メディアは、不正受給事件を報道しても、餓死・自殺事件を報道

することはほとんどなかった313。ののため、門司餓死事件がメディアに取り上げられるとい

うこと自体が、これまでの報道の傾向と異なっていたと言える314。 

別府市の遊戯場立入調査が表面化したきっかけは、2015 年 12 月 15 日「平成 27 年第 4

回定例会議」が翌日に報道されたことであった。先に紹介した別府市議会での発言内容から

遊戯技場の立入調査と、立入調査による生活保護の廃止による処分について、別府市は「問

題ない」という認識であった。しかし、メディアに報じられたことにより、「問題」として

国が認識することになった。 

小田原市のジャンパー問題についても、2017年 1月 17日付の読売新聞記事を皮切りに、

 

311 藤藪、尾藤(2007)、前掲書、172頁。 

312 同上、173頁。 

313 同上、173頁。 

314 同上、173頁。 

門司餓死事件がメディアに取り上げられた理由について、筆者は北九州市長選挙が近か

ったことが関係していると推測する。2007 年 2 月 4 日に北橋が「大型開発よりも 祉優先」

を公約にかかげて当選したことから、「 祉」が選挙の争点となった。ののため、北九州市

民は「 祉」に注目する人が多かったことから、マスメディアにとっても報道する価値が高

かったことが推測できる。北園、(2008)前掲書、53 頁。藤藪、尾藤(2007)前掲書、173 頁。 
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小田原市の生活保護担当部署の職員が「保護なめんな」「不正を罰する」などの文言をプリ

ントしたジャンパーを着て各世帯を訪問していたことが、メディアを賑わせた315。 

この 3 つの問題はメディアによって報じられたことで、世論の注目を集めることになっ

た。メディアはのれまで、不正受給のような濫求について報じることはあっても漏救につい

て報じることはあまりなかった。「一二三号通知」を発するきっかけとなった和歌山県御坊

市での暴力団の不正受給問題もメディアの多くで不正受給防止キャンペーンが展開され、

関心はもっぱら濫求に向けられた316。 

ではなぜ、報道の傾向が変わったのか。筆者は報道におけるニュースバリューの変化が関

係していると考える。2000 年代のある時期から地域住民にとって、生活保護の濫求よりも

漏救のほうに関心が高くなったことが考えられる。この漏救への関心が高まった理由とし

て、地域住民の 祉への関心が高まったことが背景にある。たとえば、下記の社会保障審議

会「生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会」(2013)の報告書で近年の生活困窮を

めぐる現状が記されている。 

 

1990 年代の半ばから、安定した雇用が減尐し世帯 構造も変化して、現役世代を含め

て生活困窮者の増大が顕著になった。この傾向はリーマンショック後に加速している。

年収 200 万円以下の勤 労者は３割近くにのぼり、世帯主でも 1割を超えている。17 歳

以下の子どもがいるひとり親世帯等の世帯員の貧困率 50％を超えている。このよう な

なかで、生活保護の受給者が増大し、平成 23年７月には制度創設当初の水準を超えて

過去最高を記録した。生活保護の受給者は、これまで高齢者など就労が困難な人々が中

心であったが、稼働年齢世代にある人々を含めて生活保護を受給するようになってい

る 317。 

 

上記の報告書は、経済の長期停滞の中で、貧困率が高まっていることから誰もが生活保護

制度を利用する可能性がある社会に変化しつつあることを指摘している。つまり、地域住民

にとって生活保護制度に関する問題が他人事ではなくなってきているのである。白瀬(2018)

はこうした状況下で、所得再分配の仕組みを通じて、金銭やサービスの給付をおこなう制度

だけでは、問題が解決できなくなってきており、一方、十分な所得が得られないという貧困

の問題の拡充のため、社会的排除の問題が発生するリスクが高まっているという318。のうし

 

315 小久保(2017)、同掲書、13頁。 

316 副田(2013)、前掲書、38頁。 

317 厚生労働省(2013)「社会保障審議会―生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部

会」 

318 白瀬由美香(2018)「社会保障制度における支援の変遷」自地域で担う生活支援―自治体

の役割と連携』東京大学出版会、34頁。 
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た中、近年の政策展開はいずれも理念としては、社会的包摂を目指した社会保障を実現しよ

うとするものであったと述べる319。 

こうした社会的包摂を目指す社会保障の一つとして、生活保護行政の目的が保護の脱却で

はなく、生活保護を受給しながらも精神的自立を目指すことに変化したことが挙げられる。

このような変化の中で、地域住民が自分自身のこととして貧困問題を認識し始め、ののよう

な世論の変化に応じて、生活保護の濫救より漏救を報道する必要性が高まったように思わ

れる。 

 

3 節 国と地方自治体の組織間関係の問題 

3 つの事例において、問題が表面化した後、国と地方自治体の組織間関係にはどのような

問題が生じたのか整理しておこう。 

先に説明したが、武智(1996)は生活保護行政におけるコントロールについて，①事務監査

強化の方策によって対処され、次に②通達と全国担当課長(部長)会議、つまり意思伝達機能

の開発で試行されたのち、③権限体系や人事体系の再編成をもって対応されたと述べる320。

これらは、いずれも地方分権改革以前の国と地方が主従の関係にあった時期における国に

よるコントロールの手法であった。 

第一の事務監査についてであるが、地方分権改革以前も以後も国や都道府県による監査

は行われている。行政事務の適正という意味では不可欠のものであるが、監査を通してコン

トロールが行われているのかどうかが問題となる。生活保護行政に関する監査は次のよう

な趣旨の下に行われている。 

 

監査は、市町村及び 祉事務所における生活保護法の施行事務につき、のの適否を関

係法令及び取扱い指針等に照らし個別かつ具体的に検討し、必要な是正改善の措置を

講ずるとともに、生活保護行政がより適正かつ効率的に運営できるよう指導・援助する

ものである321。 

 

施行事務監査は国の普通地方公共団体に対する関与の一類型であるが監査の制度的性格

は、地方分権改革により大きく変わった322。地方分権改革以前は生活保護が機関委任事務で

あったことから、改正前の生活保護法第 20 条の定めによって、監査は、上級行政庁が下部

の行政庁を、つまり、国、都道府県が市町村をのの上下関係の中で指揮・監督する具体的な

 

319 同上、34頁。 

320 武智(1996）、前掲書、134頁。 

321 厚生書社会・援護局通知(2000)「生活保護法施行務監査の実施について」 

322 下村幸仁(2006)「監査の二面性」自これが生活保護だ― 祉最前線からの検証』高菅出

版、325頁。 
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方法であった323。下記は地方分権改革以前（改正前）の生活保護法第 20条と地方分権改革

以後（改正後）の生活保護法第 20 条になる。 

 

改正前生活保護法第 20 条 

この法律の施行について、厚生大臣は都道府県知事及び市町村長を、都道府県知事は

市町村長を、指揮監督する。 

２ 都道府県知事は、この法律に定めるのの職権の一部を、のの管理に属する行政庁

に委任することができる。 

 

改正後生活保護法第 20 条 

 都道府県知事は、この法律に定める職権の一部を、のの管理に属す行政庁に委任する

ことができる。 

 

しかし、地方分権改革の実施によって、国と地方の関係が対等になったことから、監査は

一定の行政目的を実現するために、普通地方公共団体に対する具体的・個別的に関与する行

為の一つに過ぎなくなった324。 

施行事務監査が実施されているのにも関わらず、実際は先に述べた 3つの事例を国、都道

府県は「問題」として指摘することができなかった。北九州市と小田原市は国・都道府県か

らの評価は高かった。別府市については、問題が発覚した当時、都道府県は「問題はない」

と回答していた。このことから、国と地方自治体の組織関係において、施行事務監査が機能

しているとは言えないことが伺えよう。 

本論で取り上げた 3つの事例において、問題の表面化後に、いずれも国、または都道府県

の監査を受けた。北九州の場合、通常の 3倍の監査官が派遣され、厳しい監査結果が下され

た。大分県からの監査を受けた別府市は遊技場立入調査やのれに基づいた処分を中止する

ことになった。小田原市においても、神奈川県に対する国の監査に関して小田原市も同席し、

さらに県からの監査も実施された。 

このなかで、国のコントロールとの結びつきが最も強いのは、別府市の事例である。すな

わち、遊技場立入調査について、大分県は国に照会をかけ、のれに対する国の回答が監査を

通じて別府市の施策変更に影響を与えたからである。これに対して、北九州市の場合、監査

の影響は排除できないものの、市長の交代という政治的要因が施策の変更に作用した。のし

て、小田原市の場合は、第三者委員会の設置や全庁的な取り組みを通じた迅速な対応を行っ

ており、のれは、監査によるコントロールを超えるものだった。 

次に武智があげる第 2のコントロール手法である通達と全国担当課長 （部長）会議につい

 

323 同上、325頁。 

324 同上、325頁。 
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てみてみよう。 

地方分権会改革により、従前の「通達行政」はできなくなった。しかし、別府市の事例に

みられるように、自治体からの照会に、国が回答するという形で、実質的な通達に近い機能

をもつ場合があることを確認することができる。かつての「通達行政」が国から一方的に下

りてくる指示の性格をもっていたとするなら、地方分権改革後においては、地方自治体の側

が国に判断をあおぐ、逆に言えば自治体の判断を回避するものとなっている。一方、全国担

当課長（部長）会議は、いずれの事例についても開催されている。これは、特定の自治体で

おきた事案であっても、他の自治体における生活保護行政の施行上参考にすべき性質のもの

で、あれば、国により周知徹底していく必要からなされるものとみなすことができる。しか

し、このことは同様に、全国の自治体に対する国による一律のコントロールの手段として用

いられる可能性を有するということも指摘しておく必要があるだろう。 

第３の権限体系や人事体系の再編成についてであるが、これは、地方分権改革以前の北九

州市に典型的に見られた。中央省庁（本研究の場合、厚生省（厚労省））の官僚が継続的に

北九州市の生活保護関連の組織の主要ポストに配置され、「北九州方式」と呼ばれる、当時

としては国からの高い評価を受けていた生活保護行政が展開されていた。この手法は地方

分権改革によって大きく変わったとはいえない。なぜならば、北九州市のこの体制は地方分

権改革後も続いた。第一の手法と同様、ここにおいても市長の交代という政治的変化が、の

れまでの組織の抜本的な見直しにつながったのであった。 

以上考察したように、地方分権改革以前における国からの主要なコントロール手法は形

を変えながらではあるが、地方分権改革以後も続いている。しかし、小田原市の事例に見ら

れるように、地方分権改革を経て、自治体のコントロールを超えて独自の取り組みを行う可

能性も生まれているといえるだろう。 
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おわりに 

最後に、本研究のまとめと今後の課題について述べる。生活保護行政の実施において，問

題が発生した場合，地方自治体が国に合わせる形で調整を行っていた。この調整は国，都道

府県からのコントロールが主であり，自発的な調整ではない。一方で、国のコントロールを

受けながらも地方自治体が独自の対応を行うことで、問題の解決を図る姿もあった。このこ

とは、国へ対応をしながら、同時に地域住民への対応も迫られている状況であることから、

地方自治体がジレンマに陥りやすい環境にあることが課題として挙げられる。 

本論文の分析したことを提示した上で、今後の課題として、現場の自治体職員の業務実態

や意識に迫り、分権改革後の生活保護行政の変化のあり様を追求する作業に取り組むこと

について述べる。 

 

1 節 総括 

本論文での検討結果ついて、序章で取り上げた先行研究の成果である、①裁量に関する先

行研究、②国と地方の関係に関する先行研究、③コントロールに関する先行研究、④地方分

権改革以後の生活保護行政に関する研究、と照らし合わせる作業を行うことにより、本研究

の意義と課題を提示する。 

 第一の自治体職員の裁量に関する研究についてであるが、本研究では、この問題を十分に

扱うことができなかった。地方分権改革による国と自治体の間の組織間関係に焦点を当て、

現場の実態についての踏み込んだ検討には至らなかった。ただ、本研究の検討結果として、

地方分権改革が、生活保護行政の現場を担う自治体職員の業務のあり方にも影響を与えた

と推測することはできる。生活保護行政が法定受託事務と自治事務に区分され、また「相談

支援 ・ソーシャルワーク業務」がより重視されたことから、自治体職員の裁量の範囲も増え

たことが推察される。しかし、一方で小田原市の事例に示されるように、生活保護受給者と

のトラブルを契機として 「金銭・サービス支給の決定事務」に比重を置くようになった。つ

まり、法的制度的な面での裁量が増えても、のれを実際に振り当てる時間という資源は自治

体職員の裁量により縮減されていったのである。また、本論で指摘したように、地方分権改

革以後、のして日本経済の長期停滞という状況のなかで、メディアや世論の生活保護に対す

る関心は高まってきた。また、分権改革により、住民のなかには自治体の自主性に過度に期

待する者も少なくなく、のれに発する批判や非難の矛先は現場の自治体職員に向けられる。

のこに生じる苦情処理等の業務もまた、自治体職員が生活保護受給者を支援するために振

り分けた時間を圧迫するであろう。こうした状況は自治体職員への負担が大きくなり、国と

地域住民の間でジレンマに陥る機会が増えることが推察できる。 

 しかし、以上のことについて、客観的に論じるには、具体的なデータが必要であり、今回

はデータに基づく検証までには至らなかった。この点については、次節の今後の課題におい

て改めて言及することにする。 
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 第二の国と地方の関係についての市川(2017)による新中央集権体制に関する議論である。

本研究は、市川が述べる国と地方の共管関係を具体的な問題に即して検討したものと位置

づけられる。すなわち、市川は、地方分権改革による機関委任事務の廃止の意味するところ

は、従来の上下関係を廃止しながらも、国と自治体による共管領域を設けることを通じて新

たな形の集権システムを構築したとした。実際に、本論文において検討した三つの事例にお

いても、問題発生後の処理過程において、地方分権改革とは異なるかたちであるが、自治体

から国への照会とのれに対する国からの回答、監査や全国担当者会議などでの指摘や伝達

を通して、国から地方へのコントロールが行われていた。のの意味で、地方分権改革によっ

て国家全体が分権化したわけではなく、新たな集権体制が形成されたという市川の議論は

正鵠を射ている。しかし、小田原市の事例にみられたように、自治体が独自に取り組む可能

性が広がったことも否定できない。のの意味では、本論文では集権・分権でカテゴライズす

るだけでは、国と地方の関係性を捉えることの限界についても提示することができたとい

える。 

 第三のコントロールに関する研究については、地方分権改革以前の機関委任事務の時代

のコントロール手法として武智が提示した 3 つの手法が、地方分権改革以後も基本的には

存続していることが明らかになった。ただし、分権改革以前の手法がののまま踏襲されてい

るわけではない。国から地方に対する通達行政はできなくなったのであり、ののため、地方

自治体から国に対して照会をかけ、のれに対して国が回答するという手順が踏まれることに

なる。しかし、こうした国と地方自治体の構図このが、武智が提示した 3つのコントロール

手法により形成されたものである。 

 最後に、分権改革以後の生活保護行政の変容と国・地方の関係との関連についての研究と

本論文の関係について述べる。大山（2019）は、分権改革後において生活保護行政をめぐる

裁量基準のギャップが生じた際に、国が地方に歩み寄るという形での調整がなされたとい

うことについて、具体的事例を通じて明らかにした。しかし、生活保護行政の現場に最も近

い基礎自治体が対象とされていないという問題を抱えていた。本論文は、北九州市、別府市、

小田原市という基礎自治体の事例を取り上げ、問題発生後の国と地方の調整過程に光を当て

た。分析結果から見えてきたことは、生活保護行政をめぐる問題処理過程においては、基本

的には地方が国に歩調を合わせることで問題の解決を図る傾向が強いということであった。 

 

2 節 今後の課題 

 本研究の結論は、地方分権改革以後も、改革以前と異なるかたちではあるが、国による地

方へのコントロールは続いているということであった。しかし、のうしたコントロールが

隅々まで行き渡っているわけではない。本論文では、地方分権改革を経た時代に、地方自治

体が独自の対応をとる可能性は存在することも示した。のれは次の三つにまとめることが

できる。 

 第一は、小田原市の事例に見られたように、自治体が第三者委員会を立ち上げ、また、自
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治体内部の縦割りの組織を横断的につなげた全庁的な体制を組むことにより、国のコントロ

ールを超えたかたちでの対応を行うことは可能である。 

 第二は、政治の力である。北九州市の例がののことを示している。首長選挙で 祉政策が

争点となり、政策の変更を訴えた候補者が当選した場合、国のコントロールを弱め、自治体

独自の取り組みを行う体制の整備を進める可能性が広がるのである。 

 第三は、自立支援プログラムの策定である。これは、自治事務に位置づけられた「相談支

援 ・ソーシャルワーク業務」を自治体の政策に落とし込み、自治体が自らの責任で政策を実

施するものである。従来の研究では、この自立支援プログラムから、生活保護行政における

自治体独自の取り組みが始まったと位置づけられていたが、筆者は、地方分権改革が行われ

たからこの、こうした取り組みも可能になったと考える。 

 このように、地方分権改革以後も生活保護行政における国による地方のコントロールは

続いているとはいえ、のこから脱却する可能性は存在する。 

 ただし、国によるコントロールが発揮された場合にせよ、上記の三つの方法によって地方

自治体の独自性が発揮された場合にせよ、のれが現場の自治体職員にいかなる影響を与え

ているのか、という点が重要である。筆者の研究の出発点は、のうして現場の自治体職員、

すなわちストリート ・レベルの官僚の問題であった。小田原市の事例からは、独自の取り組

みの中で現場の人員増などが行われたことにより、改善の方向に向かったと考えられる。し

かし、どの程度改善したのか、積み残された課題は何なのか、具体的なデータに基づいた検

証が必要である。また、北九州市のように 祉政策の変更を掲げた首長が当選し実際に大き

な組織改編が行われたが、現場の自治体職員の業務にどのような影響を与えたか、本論文で

は取り上げることができなかった。さらに、自立支援プログラムの策定とのの後のプログラ

ムの実施過程についても、自治体職員の具体的業務と関連付けた検証の作業が必要となっ

てくる。 

 生活保護行政における国と地方の組織間関係に焦点を絞って分析を行った本論文は、以上

の問題を解くための前提を明らかにしたにとどまる。今後は現場の自治体職員の業務実態

や意識に迫り、分権改革後の生活保護行政の変化のあり様を追求する作業を、研究の課題と

したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

70 

  

【参考文献】 

赤坂憲一(2016) 「生活保護行政におけるケースワーカーの裁量」自年報公共政策学』10 ：296- 

286 頁、北海道大学公共政策大学院。 

明石昭久(2002)自自治体エスノグラフィー—地方自治体における組織変容と新たな職員像』 

信山出版。 

石橋敏郎(2016)自社会保障法における自立支援と地方分権―生活保護と介護保険における

制度変容の検証』法律文化社。 

市川喜崇(2012) 自日本の中央―地方関係―現代集権体制瀬の起源と 祉国家』法律文化社。 

市川喜崇(2017) 「日本における中央―地方関係の発展と 祉国家」自社会保障研究』(4) ：797-   

812 頁、国立社会保障・人口問題研究所。 

伊藤慎弐(2006) 「第一線職員研究の一試論」自社会科学』(77) ：1-16 頁、同志社大学人文科

学研究所。 

入江容子(2020)自自治体組織の多元的分析』、晃洋書房。 

岩永理恵(2016)「地方自治体に着目した生活保護制度の分析」自社会 祉』57：31-45 頁、 

日本女子大学社会 祉学科・社会 祉学会。 

宇賀克也(2017)自地方自治法概説』、有斐閣。 

大川昭博(2007) 「現場から見た、自立支援プログラムの課題―自入りやすく出やすい』制度  

へ向けて」自賃金と社会保障』(1456)：16-23 頁、賃社編集室。 

大友信勝(2000)自公的扶助の展開―公的扶助研究運動と生活保護行政の歩み』旬報社。 

尾堂廣喜、松崎喜良、吉永純【編著】(2006) 自これが生活保護だ― 祉最前線からの検証』

高菅出版。 

大山典宏(2019) 「生活保護制度における裁量基準の不整合とのの調整―国・地方の緊急雇用   

対策関連通知の比較検討―」自コミュニティ 祉学研究科紀要』17：3-14 頁。 

大山典宏(2020) 「生活保護制度における裁量基準の概念とのの法的性質―国・地方公共団体  



 

 

71 

  

の策定主体の相違に着目して―」自コミュニティ 祉学研究科紀要』18：3-14 頁。 

門崎正樹、古林明朗、伊原尚子、白井享、井手英策(2017) 「座談会 小田原市ジャンパー問  

題を考える自生活保護行政のあり方検討会報告書』を受けて」自月間自治研』59 

(694)：36-47 頁、自治研中央推進委員会。 

上條昌史(2016)「生活保護でパチンコは当然の権利か (特集 「人権」に軋む日本)」自新潮  

45』35 (9)：19-25 頁、新潮社。 

菊池英明(2001)「不正受給」の社会学―生活保護をめぐるモラル・パニック」自社会政』

策』(2)：139-162頁、東信堂。 

北九州市保健 祉局社会部保護課・監査指導課監修(1996) 自軌跡―北九州市・生活保護の 30 

年』、北九州市社会 祉協議会。 

北九州市社会保障推進協議会(2008)自北九州市の生活保護行政は変わるか？―北九州市生 

活保護行政検証委員会報告の「検証」』、北九州市社会保障推進協議会。 

北園敏光(2008)「運動が動かした北九州市の生活保護行政―全国調査から一年を経過して」 

自社会保障』40 (416)：53-59 頁、中央社会保障推進協議会。 

木寺元(2012)自地方分権改革の政治学―制度・アイデンティティ・官僚制』有斐閣。 

京極高宣(2008)自生活保護改革と地方分権化』ミネルヴァ書房。 

国立社会保障・人口問題研究所(2018) 自地域で担う生活支援―自治体の役割と連携』東京大  

学出版会。 

小山進次郎(1975)自生活保護法の解釈と運用』、全国社会 祉協議会。 

小山裕、坂井晃介(2020) 「生活保護法審議過程の計量テキスト分析」自2019 年度課題公募型  

二次分析研究会 戦後 祉国家成立期の 祉・教育・生活をめぐる 調査データの二   

次分析 研究成果報告書』、東京大学社会科学研究所附属社会調査・データアーカイ 

ブ研究センター。 

桜井啓太(2017)自＜自立支援＞の社会保障を問う―生活保護・最低賃金・ワーキングプア』 



 

 

72 

  

法律文化社。 

桜井啓太(2017) 「自自立支援』による生活保護の変容とのの課題」自生活保護＋α』75-88 頁

ミネルヴァ書房。 

芝池義一(2006)自行政法総論講義』有斐閣。 

島田恵司(2007)自分権改革の地平』コモンズ。 

生活保護問題対策全国会議【編】(2017)  自「生活保護なめんな」ジャンパー事件から考える』、  

あけび書房株式会社。 

生活保護行政のあり方検討会(2017)自生活保護行政あり方検討会報告書』小田原市。 

全国公的扶助研究会(2001) 自生活保護50年の軌跡－ソーシャルワーカーと公的扶助の展望』  

みずのわ出版。 

須藤陽子(2000) 「地方分権と生活保護行政」 自自治総研』26 (3) ：15-36 頁、地方自治総合研   

究所。 

千田基嗣(1997)「生活保護における地方分権」自年報自治体学』(10)：158-169 頁、第一法  

       規。 

副田義也(2013)自 祉社会学の挑戦―貧困・介護・癒しから考える』岩波書店。 

副田義也(2014)自生活保護制度の社会史』東京大学出版会。 

平将志(2022) 「生活保護制度における 祉縮減と非難回避戦略」自社会 祉学』63 (2) ：1-13

頁、日本社会 祉学会。 

高橋克紀(2014)「ストリートレベル官僚制論の見直し」自姫路法学』55：33-55 頁、姫路獨

協大学。 

武智秀之(1996）自行政過程の制度分析』中央大学出版部。 

武智秀之(2001)自 祉行政学』中央大学出版部。 

武智秀之(2003)自政策学講義』中央大学出版部。 

田中敏雄(1999) 「生活保護行政の運営にあたって」自生活と 祉』(521) ：4-8 頁、全国社会



 

 

73 

  

 祉協議会。 

地方自治制度研究会(2015)自地方分権 20年のあゆみ』、ぎょうせい。 

戸田典樹(2019) 「生活保護制度における自立と自助についての政策動向の歴史的変遷」自社

会政策』11(3)：77-90 頁、社会政策学会。 

永尾廣久，椛島敏雅，高木佳世子，尾藤広喜，小久保哲郎 (2016) 「遊技場立入りを理由と

した保護停止処分に対する意見書」自賃金と社会保障』(1659)：60-65 頁、賃社編

集室。 

西尾勝(2007)自地方分権改革』、有斐閣。 

橋本信之(2011) 自サイモン理論と日本の行政―行政組織と意思決定』関西学院大学出版会。 

畑本裕介(2020)「社会 祉行政におけるミクロ権力論―リプスキー再訪」自同志社政策科学

研究』21 (2)：1-14 頁、同志社大学政策学会。 

畠山弘文(1989）自官僚制支配の日常構造－善意による支配とは何か』三一書房。 

畠山弘文(1994）「善意による支配―日常活動における第一線機関の統治の一様式」自犯罪社

会学研究』19 (0)：40-57 頁、日本犯罪社会学会。 

久田恵(1994)自ニッポン貧困最前線―ケースワーカーと呼ばれる人々』文藝春秋。 

藤井功(2005) 「シビル・ミニマムとしての生活保護―地方分権におけるミニマムの再編をめ 

ざして」自年報自治体学』(18)：150-174 頁、第一法規。 

藤井功(2016)「生活保護における政策実施」自政策実施の理論と実像』ミネルヴァ書房。 

藤藪貴治、尾藤廣喜(2007)自生活保護「ヤミの北九州方式」を糾す』あけび書房。 

藤藪貴治(2008) 「国のモデル・生活保護 自ヤミの北九州方式』の違法性を検証する—門司・ 

小倉北餓死事件の法的検証と、運用実態の解明」自学生法政論集』2 ：95-111 頁、九  

州大学法政学会。 

牧園清子(2017)自生活保護の社会学』法律文化社。 

三矢陽子(1996)自生活保護ケースワーカー奮闘記』ミネルヴァ書房。 



 

 

74 

  

三矢陽子(2003)自生活保護ケースワーカー奮闘記 2』ミネルヴァ書房。 

森田朗(1988)自許認可行政と官僚制』岩波書店。 

結城康博(2011）自日本の介護システム―政策決定過程と現場のニーズ分析』岩波書店。 

吉永純(2006) 「自立のための費用返還とは―法 63条、法 78 条の運用を考える」自これが生 

活保護だ― 祉前線からの検証』高菅出版。 

吉永純(2017) 「自小田原ジャンパー』事件克服の途―問われる生活保護行政」自経済』(265):55-   

64 頁、新日本出版社。 

渡辺寛人(2017) 「小田原市自ジャンパー事件』はなぜおきたのか？―生活保護行政に構造化 

された排除の論理」自Posse』34：118-133 頁、堀之内出版。 

Herzog, L. & Zacka, B. (2017). Fieldwork in Political Theory: Five Arguments for an  

Ethnographic Sensibility. British Journal of Political Science, 49 : 763-784. 

Cambridge University press,  

Lipsky, M. (1980). Street-Level Bureaucracy : Dilemmas of the Individual in Public Services, 

Russel Sage Foundation. (田尾雅夫，北大路信郷訳(1986)自行政サービスのディレ

ンマ―ストリート・レベルの官僚制』木鐸社)  

Lipsky, M. (2010). Street-Level Bureaucracy : Dilemmas of the Individual in Public Services, 

30th anniversary expanded edition. Russel Sage Foundation. 

Longo, M. & Zacka, B. (2019). Political Theory in an Ethnographic Key. American Political 

Science Review, 113(4): 1066–1070. 

Simon, H. A. (1976). Administrative behavior. The Free press. (二村敏子、桑田耕太郎、高尾  

義明、西脇暢子、高柳,美香訳(2009)自経営行動』、ダイヤモンド社) 

Steven, S. & Lipsky, M. (1993). Nonprofits for Hire : The Welfare State in the Age of 

Contracting. Harvard University Press. 

Zacka, B. (2017). When the State Meets the Street: Public Service and Moral Agency. Harvard    



 

 

75 

  

University Press.  


